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  第三次八代市行財政改革実施計画（アクションプラン）の取組報告 

 

１ 実施計画における取組項目の実施結果 

 市では、平成３０年４月に策定した第三次八代市行財政改革大綱による行財政改革を推進

するに当たり、「市民と共に、次世代に誇れるまち」を実現するための１４９の取組項目とそ

のスケジュール等を盛り込んだ第三次八代市行財政改革実施計画（以下「第三次アクション

プラン」という。）を策定しました。そして、各取組を着実に実施することで、八代市総合計

画の着実な達成を行財政面から支援しています。 

 本報告書は、「第三次アクションプラン」の令和２年度末までの進捗状況を報告するもので

す。 

 全１４９の取組項目のうち、平成 30年度、令和元年度及び令和２年度に実施、達成、終了

した項目（◎）は３３項目、前回の第二次計画で達成後、継続して推進している項目（⇒）

は７１項目となっており、合わせて１０４項目（全体の約７０％）が目標達成となっており

ます。残りの４５項目（約３０％）は、一部実施、施行（○）、調査段階（△）となっていま

す。 

 

 

２ 令和２年度に達成した取組み実績 

（改革の柱１）効率的な行政運営 

取組項目 目標・成果 取組状況 

降任制度の導入 職員の能力の活用による

組織力の向上を図る。 

希望降任制度を導入した。 

 

 

（改革の柱２）健全な財政運営 

取組項目 目標・成果 取組状況 

税等の支払方法

の拡大 

納税者の利便性を向上さ

せる。 

・2021 年度までにクレジ

ット納付など支払方法の

拡大を図る。 

市税の納付にスマートフォン決済アプリを導

入し、令和 3年 4月から実施した。 

引き続き他の納付方法についても検討してい

く。 

守衛業務の見直

し 

守衛業務の見直し方針を

決定する。 

新庁舎建設後の守衛業務についても総合管理

委託業務の一環として位置づけ、公募型プロ

ポーザルを実施することとした。  
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包括管理委託の

導入に向けたサ

ウンディング型

市場調査の実施 

契約事務の一元化による

大幅な事務経費削減と統

一した点検を行い、また、

初期段階での施設の保全

予防を実施することで、

施設の長寿命化が図ら

れ、更新費用などの削

減・平準化ができる。 

サウンディング調査の結果を基に、2021 年度

4月に新庁舎総合管理委託公募型プロポーザ

ルを実施することとし、仕様書等の作成を行

った。 

 

 

 

（※すべての取組項目の実施状況は、Ｐ１１～５９に掲載） 
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３ 実施計画による効果額    

≪（歳入増加＋歳出削減）令和２年度実績：１，５０５，５１９千円≫※対平成２９年度比 

実施計画では、歳入増加、歳出削減の効果額が算出可能な２７の取組項目については、目

標効果額を定めて、その達成に向けて取り組みを進めています。 

令和２年度における効果額の実績は、歳入増加と歳出削減を合わせて１，５０５，５１９

千円となりました。なお、歳入増加額、歳出削減額ごとの平成３０年度～令和３年度の目標

及び実績は次のとおりです。 

（※取組項目ごとの効果額一覧は、Ｐ６０～６５に掲載） 

 

（１）歳入増加効果額（実績）：１，１８８，９４５千円※対平成２９年度比 

 歳入増加額については、ふるさと納税の推進、公共下水道事業における歳入増加等により、

令和２年度合計目標効果額の「２６７，３０５千円」を上回る「１，１８８，９４５千円」

の歳入増加実績を上げることができました。 

 

 

年度
2018

（H30）

2019

（R1）

2020

（R2）

2021

（R3）
計

目標 0 15,660 0 500 16,160

実績 0 20,000 0 20,000

目標 170,673 244,721 246,054 251,825 913,273

実績 163,033 301,979 1,161,768 1,626,780

目標 46,246 36,251 21,251 15,351 119,099

実績 63,075 15,687 27,177 105,939

目標 216,919 296,632 267,305 267,676 1,048,532

実績 226,108 337,666 1,188,945 1,752,719

ファシリティマネジメントの推進

歳入増加効果額（単位：千円）　※対H29年度比

効率的な

行政運営
民間活力の活用

歳入の確保

健全な財

政運営

【　合　計　】

改革の柱 重点事項
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（２）歳出削減効果額（実績）：３１６，５７４千円※対平成２９年度比 

 歳出削減効果額については、改革の柱「効率的な行政運営」において、光熱費の削減、出

力機器の統合等により令和２年度合計目標効果額の「２９９，１６千円」を上回る「３１６，

５７４千円」の歳出削減効果実績を上げることができました。 

 

年度
2018

（H30）

2019

（R1）

2020

（R2）

2021

（R3）
計

目標 28,455 176,651 195,579 212,265 612,950

実績 30,466 180,783 200,150 411,399

目標 560 560 98,183 64,208 163,511

実績 560 5,883 109,594 116,037

目標 0 0 0 0

実績 50 400 350 800

目標 3,618 5,454 5,454 7,020 21,546

実績 3,618 5,454 6,480 15,552

目標 32,633 182,665 299,216 283,493 798,007

実績 34,694 192,520 316,574 543,788

重点事項

歳出削減効果額（単位：千円）　※対H29年度比

ファシリティマネジメントの推進

健全な財

政運営

改革の柱

経費の削減

情報化の

推進
情報通信技術の活用

効率的な

行政運営
民間活力の活用

【　合　計　】
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取組項目の実施状況一覧 

 

 

 

 

 



【2018（H30)年度】
1 事務事業評価の効果の「見える化」による職員の継続的な意識改革（詳細：P13）

2 昇任資格試験の見直し（詳細：P14）

3 自己啓発支援の充実・強化（詳細：P18）

4 総合支援担当の機能強化（詳細：P20）

5 国際化に向けた体制づくり（詳細：P23）

6 事務等の民間委託実施（介護保険認定審査事務）（詳細：P27）

7 市立病院の事業譲渡（詳細：P30）

8 課税客体の捕捉強化（詳細：P32）

9 新たな広告事業の導入（詳細：P37）

10 寄附型クラウドファウンディングを活用した事業の推進（詳細：P37）

11 熊本県電子申請受付サービス（よろず申請本舗）の活用（詳細：P50）

12 特定個人情報の適正管理（詳細：P52）

13 情報提供の施策の充実（詳細：P54）

14 みんなと未来を語る市政懇談会の実施（詳細：P56）

15 協働の推進に関する条例の制定（詳細：P57）

16 地域協議会への継続的な支援の実施（詳細：P58）

17 市民活動団体がより公益的な活動を行うためのネットワーク等の支援（詳細：P59）

18 市民活動団体等への支援体制の構築（詳細：P59）

19 市民提案型協働事業の推進（詳細：P59）

20 行政提案型協働事業の推進（詳細：P59）

【2019（R1)年度】
1 人事評価結果の活用・反映(詳細：P14）

2 職員提案制度の実施（詳細：P18）

3 行政評価手法の充実（詳細：P22）

4 使用料等の適正な金額への見直し（簡易水道料金）（詳細：P40）

5 球磨川感謝記念祭事務局の自主運営の推進（詳細：P44）

6 八代市公共施設総合管理計画の推進（詳細：P46）

7 SNSの積極的な活用（詳細：P50）

8 八代市自治体ポイントの導入（詳細：P51）

9 わかりやすい情報発信（詳細：P53）

【2020（R2)年度】
1 降任制度の導入（詳細：P14）

2 税等の支払方法の拡大（詳細：P33）

3 守衛業務の見直し（詳細：P44）

4 包括管理委託の導入に向けたサウンディング型市場調査の実施（詳細：P47）

■２０２０（R2)年度までに実施、達成、終了した項目（中止を含む）：３３項目
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1 接遇能力の向上（詳細：P11）

2 ＦＡＱの整備・活用（詳細：P11）

3 行政評価結果の総合計画進捗管理への活用（詳細：P12）

4 事務処理マニュアルの作成（詳細：P12）

5 採用選考の見直し等（詳細：P13）

6 自己申告制度の活用（詳細：P13）

7 公平・公正な人材の登用（詳細：P13）

8 市民目線を育む職場環境づくり（市民からの意見の収集）（詳細：P15）

9 市民目線を育む職場環境づくり（地域活動への積極的な参加）（詳細：P15）

10 学習的職場環境づくり（職場内研修の推進）（詳細：P15）

11 学習的職場環境づくり（職場課題の共通認識）（詳細：P15）

12 働きやすい環境づくり（あいさつの励行）（詳細：P16）

13 働きやすい環境づくり（職場でのコミュニケーションの推進）（詳細：P16）

14 働きやすい環境づくり（問題行動の未然防止）（詳細：P16）

15 計画的なジョブローテーションの推進（詳細：P16）

16 職種間交流の推進（詳細：P17）

17 集合研修の充実（詳細：P17）

18 派遣研修の充実（詳細：P17）

19 政策会議の開催（詳細：P19）

20 部次長等企画調整連絡会議の開催（詳細：P19）

21 事務決裁規程の見直し（詳細：P20）

22 定員管理の適正化の推進（詳細：P21）

23 再任用職員制度の活用（詳細：P21）

24 臨時・非常勤職員制度の活用（詳細：P22）

25 職員の適正な人員配置（詳細：P22）

26 指定管理者制度の導入（図書館本館・分館）（詳細：P23）

27 指定管理者制度の導入（五家荘観光施設）（詳細：P24）

28 事務等の民間委託実施（CATVの民間委託）（詳細：P26）

29 事務等の民間委託実施（公共下水道業務）（詳細：P26）

30 事務等の民間委託実施（給食調理業務）（詳細：P26）

31 事務等の民間委託実施（投開票業務の市民従事の推進）（詳細：P27）

32 市営住宅使用料の徴収率向上（詳細：P32）

33 公共下水道事業における歳入増加（詳細：P33）

34 水道事業における歳入増加（詳細：P33）

35 納期内納付の促進・強化（詳細：P33）

36 差押等滞納処分の推進（詳細：P34）

37 特産品等の振興（詳細：P35）

38 重要港湾八代港の振興（詳細：P36）

39 地域産業の振興（詳細：P36）

40 ふるさと納税の推進（詳細：P36）

41 資金運用による利子収入の確保（詳細：P37）

42 使用料等の適正な金額への見直し（ケーブルテレビ利用料）（詳細：P38）

43 使用料等の適正な金額への見直し（下水道使用料）（詳細：P38）

44 使用料等の適正な金額への見直し（農業集落排水処理施設使用料）（詳細：P38）

45 使用料等の適正な金額への見直し（浄化槽使用料）（詳細：P39）

46 使用料等の適正な金額への見直し（振興センターいずみ施設使用料）（詳細：P39）

47 中長期財政計画の策定（詳細：P41）

48 特別報酬等の見直し（詳細：P41）

49 人件費の見直し（給与制度の適正化）（詳細：P42）

50 人件費の見直し（時間外勤務な運用の更なる推進）（詳細：P42）

■第二次計画で達成後、継続して推進している項目：７１項目
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51 公共下水道事業における経費節減（詳細：P42）

52 水道事業における経費節減（詳細：P43）

53 医療費の適正化（詳細：P43）

54 観光パンフレット類の整理（詳細：P43）

55 出力機器の統合（詳細：P44）

56 光熱費の節減（詳細：P44）

57 市債借入制限の設定（詳細：P45）

58 公債費の縮減（詳細：P45）

59 売却可能資産の処分促進（詳細：P47）

60 保留地の売却促進（詳細：P47）

61 宅地分譲の促進（詳細：P48）

62 支所庁舎等の有効活用（詳細：P48）

63 廃校・余裕教室の活用（詳細：P48）

64 人事行政の運営状況の公表（詳細：P53）

65 財政状況の公表（詳細：P53）

66 パブリックコメントの実施徹底（詳細：P55）

67 市長への手紙の充実（詳細：P55）

68 まちづくり出前講座の内容充実（詳細：P55）

69 審議会等の委員公募（詳細：P56）

70 自主防災組織の拡充（詳細：P58）

71 防災協力事業所制度等の積極的な活用（詳細：P58）
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■２０２０（R2)年度末時点で一部実施、試行、調査段階の項目：４５項目

1 仮設庁舎における総合窓口業務の拡大（詳細：P11）

2 新庁舎における総合窓口の実施（詳細：P11）

3 証明書発行時のタッチパネル受付サービスの実施（詳細：P12）

4 新庁舎における新窓口整理券システムの整備（詳細：P12）

5 部内調整担当課の充実（詳細：P20）

6 部内における弾力的な予算配分（詳細：P21）

7 流動的な職員体制の推進（詳細：P21）

8 簡素な組織機構の構築（詳細：P22）

9 新庁舎供用開始に向けての組織機構再編の実施（詳細：P23）

10 指定管理者制度の導入（市営住宅）（詳細：P24）

11 指定管理者制度の導入（斎場）（詳細：P24）

12 指定管理者制度の導入（都市公園・普通公園）（詳細：P25）

13 指定管理者制度の導入（千丁健康温泉センター）（詳細：P25）

14 窓口業務委託の推進（詳細：P25）

15 事務等の民間委託実施（やつしろ全国花火競技大会）（詳細：P27）

16 事務等の民間委託実施（八代くま川祭り）（詳細：P27）

17 事務等の民間委託実施（九州国際スリーデーマーチ）（詳細：P28）

18 事務等の民間委託実施（みなとフェスティバル）（詳細：P28）

19 事務等の民間委託実施（社会保険労務事務）（詳細：P28）

20 事務等の民間委託実施（旅費計算・審査事務）（詳細：P28）

21 事務等の民間委託実施（会計事務）（詳細：P29）

22 事務等の民間委託実施（環境センターにおける事務事業）（詳細：P29）

23 民営化・民間譲渡の推進（市立保育所の民営化等）（詳細：P30）

24 第三セクターの経営健全化（さかもと温泉センター株式会社）（詳細：P30）

25 第三セクターの経営健全化（株式会社東陽地区ふるさと公社）（詳細：P31）

26 第三セクターの経営健全化（株式会社いずみ）（詳細：P31）

27 公金徴収の一元化（詳細：P34）

28 使用料等の適正な金額への見直し（斎場使用料）（詳細：P39）

29 使用料等の適正な金額への見直し（浄化槽汚泥施設・衛生処理センター使用料）(詳細：P39）

30 使用料等の適正な金額への見直し（学校体育施設使用料）（詳細：P40）

31 行政評価結果の予算編成への活用（詳細：P41）

32 補助金の見直し（詳細：P45）

33 各種団体への負担金の見直し（詳細：P45）

34 施設の見直し（社会教育センターの集約・再編）（詳細：P46）

35 施設の見直し（市営住宅の統廃合・用途廃止）（詳細：P46）

36 施設の見直し（川遊びの拠点施設整備）（詳細：P47）

37 中央市営駐車場の有効活用（詳細：P49）

38 熊本県宅地建物取引業協会等への市有地媒介の実施（詳細：P49）

39 OAソフトの最適化（詳細：P50）

40 無線LANの構築（詳細：P51）
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41 自己点検体制の確立及び監査の実施（詳細：P52）

42 採用選考に関する広報の充実・強化（詳細：P54）

43 審議会の公開の徹底（詳細：P54）

44 コミュニティセンターの一部管理委託の推進（詳細：P57）

45 まちづくりの計画策定支援（詳細：P57）
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改革の柱１　効率的な行政運営

2018(H30) 2019(R1) 2020(R3) 2021(R4)

①市民サービスの充実

計画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

新規採用職員及び各課かいの職員を対象として内部講師による接遇研修を
行った。
また、窓口が多い課かいの職場内研修にて接遇研修を行った。

計画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

案内業務と電話交換業務を同一箇所（総合案内所）で実施しているが、組織
再編による執務室及び内線番号の変更時の対応について早急な情報供給を行
い、案内所業務の円滑な遂行に努めた。また、現場で起こった問題等の情報
を業務日誌等でコンシェルジュ・職員間で共有し、スムーズな対応に取り組
んだ。

計画 △ ◎ ⇒ ⇒

△ △ ○

・死亡に関連する手続きの洗い出し、申請書等の一括作成、証明書発行の申
請補助、申請・届出等のワンストップ窓口として「おくやみコーナー」を令
和２年８月から供用開始した。

計画 △ △ △ ◎

△ △ △

・住民異動に伴う福祉関係の手続、健康保険変更に伴う福祉関係の手続、そ
の他簡易的な手続など（７８業務）を行う福祉総合窓口の設置に向け関係課
で協議を進めている。

実績

実績

4

新庁舎におけ
る総合窓口の
実施

新庁舎建設に伴い、
市民にやさしく、利
便性の高い窓口とす
るため、総合窓口を
実施する。

デジタル推
進課

窓口関係課

新庁舎において総合窓口を
導入する。
・2021年度までに総合窓口
における事務毎ごとのマ
ニュアルを整備。

実績

3

仮設庁舎にお
ける総合窓口
業務の拡大

現在、仮設庁舎で
行っている業務（住
民票・印鑑登録証明
書・戸籍関係証明
書、税関係証明書発
行、社会保険料控除
証明書発行、学校指
定）に加えて、総合
窓口の対象業務の拡
大を行う。

デジタル推
進課

窓口関係課

新たな総合窓口対象業務を
導入する。
・総合窓口における業務実
施数
　　4業務(2017年度)
　⇒5業務（2019年度)
・総合窓口における証明書
発行数
　　10,500件(2016年度)
　⇒12,000件(2019年度)

実績

2
ＦＡＱの整
備・活用

よくある質問と回答
（ＦＡＱ）を整備し
共有化することによ
り、問合せなどへの
対応の迅速化を図
る。

財産経営課 市民サービス向上を図る。

1
接遇能力の向
上

市民満足度向上のた
めの接遇研修を実施
及び上司による指導
を徹底する。

人事課 市民サービス向上を図る。

目標値・成果
実施スケジュール（年度）
（上段：計画　下段：実績）

■窓口サービスの充実

重
点
項
目

取組項目 具体的な取組内容 所管課 関連課
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[△]:調査、検討、準備　　[○]:一部実施、試行　　[◎]:実施、達成、終了　　[⇒]:達成後継続推進



改革の柱１　効率的な行政運営

2018(H30) 2019(R1) 2020(R3) 2021(R4)

目標値・成果
実施スケジュール（年度）
（上段：計画　下段：実績）

重
点
項
目

取組項目 具体的な取組内容 所管課 関連課

計画 △ △ △ ◎

△ △ △

表記サービスは職員がタブレット端末を使って、利用者から必要事項を聞き
取り、申請書（紙媒体）として打ち出すサービスで、「書かせない」サービ
スの一つであるが、新型コロナウイルスによる「新しい生活様式」が求めら
れたため、一旦、情報収集へ移行することとした。その成果として基幹系シ
ステム導入ベンダよりＡＩ－ＯＣＲ（住民異動入力支援システム）の実証実
験（R3.1～3）の提案があったため、市民課として異動届の様式を変更するな
ど全面的に協力し、異動入力処理データ（約1,500件）をベンダに提供。今後
も関連業者と情報共有を行いながら証明発行の時間短縮と市民の利便性向上
を図っていく。

計画 △ △ △ ◎

△ △ △

新庁舎における窓口整理券システムの整備について、新庁舎建設課、市民
課、国保ねんきん課、企画政策課で継続協議中。

計画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

2020年度については、令和２年７月豪雨によりBCPが発動されたことを受け
て、施策評価に代えて、総合計画のうち重点的に取り組む施策・事務事業を
取りまとめた重点戦略進捗状況等報告書を作成し、総合計画の進捗管理に活
用した。

計画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

新庁舎における福祉総合窓口の開設に向け、関係業務の整理と事務処理マ
ニュアル作成などについて検討を行った。

実績

実績

2

事務処理マ
ニュアルの作
成

事務処理内容のマ
ニュアル化を進め
る。

デジタル推
進課

全課かい
迅速かつ適切な事務処理、
事務引き継ぎの円滑化を図
る。

実績

■行政評価結果の活用

1

行政評価結果
の総合計画進
捗管理への活
用

行政評価の結果を総
合計画の進捗管理に
活用する。

企画政策課
行政評価結果を総合計画の
進捗管理に活用する。

実績

6

新庁舎におけ
る新窓口整理
券システムの
整備

新庁舎窓口に対応し
た整理券システムを
導入する。

デジタル推
進課

窓口関係課
新庁舎共用開始時の新窓口
整理券システムの導入

5

証明書発行時
のタッチパネ
ル受付サービ
スの実施

証明書発行の時間短
縮につなげ、市民の
利便性向上を図るた
め、証明書発行につ
いて、タッチパネル
受付サービスを導入
する。

市民課
タッチパネル受付サービス
を導入する。
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改革の柱１　効率的な行政運営

2018(H30) 2019(R1) 2020(R3) 2021(R4)

目標値・成果
実施スケジュール（年度）
（上段：計画　下段：実績）

重
点
項
目

取組項目 具体的な取組内容 所管課 関連課

計画 △ ○ ○ ◎

◎ ⇒ ⇒

事務事業評価を実施し、「見える化」された数値指標に基づき効果検証を行
うことで、事務改善や効率化、また職員の意識改革を図った。

②人材の育成と活躍推進

計画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

採用試験における人物や適性重視の方針を引き続き推進するとともに、採用
試験情報等のHPでの発信などについて検討を行った。

計画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

職員の意向（希望）や適性を把握するため自己申告制度を実施し、結果を人
事配置の際に活用した。

計画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

職員の能力に応じた登用を図り、組織力の向上につなげた。
女性職員を対象した「女性のためのキャリアデザイン研修（女性職員による
内部講師）」を実施する予定であったが、新型コロナウイルス感染拡大防止
のため中止した。

実績

3
公平・公正な
人材の登用

職員の能力などを適
正に評価し、男女問
わず能力を発揮でき
るよう職域の拡大に
努めるとともに、年
齢にかかわらず積極
的な登用を進める。

人事課
職員の能力の活用による組
織力の向上を図る。

実績

2
自己申告制度
の活用

人事異動に関する職
員の意向を踏まえ、
適材適所の人事配置
を行い、職員の意欲
や能力を最大限に引
き出せるよう、自己
申告制度の活用を図
る。

人事課
職員の適性の把握及び能力
の開発・活用を図る。

実績

実績

■人事評価制度の充実

1
採用選考の見
直し等

人物や適性をより重
視した採用選考方法
へ見直すとともに、
ＩＣＴを幅広く活用
し、公務の魅力や採
用情報に関する広報
の充実・強化を図
る。

人事課 多様な人材を確保する。

3

事務事業評価
の効果の「見
える化」によ
る職員の継続
的な意識改革

事務事業評価の効果
を年度変化の検証に
より「見える化」
し、事務の効率化・
改善を図るととも
に、継続的な職員の
意識改革につなげ
る。

企画政策課

事務事業評価の効果結果の
「見える化」による事務改
善・効率化、職員の意識改
革を図る。
・評価前年度において「要
改善」であった事務事業の
改善達成率
　34.6％（2017年度）
⇒40.0％（2021年度）
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改革の柱１　効率的な行政運営

2018(H30) 2019(R1) 2020(R3) 2021(R4)

目標値・成果
実施スケジュール（年度）
（上段：計画　下段：実績）

重
点
項
目

取組項目 具体的な取組内容 所管課 関連課

計画 ○ ○ ○ ○

○ ◎ ⇒

人事評価結果の処遇（昇任）へ反映させる仕組みを構築した。
再任用職員や会計年度任用職員の業績評価を実施するとともに、運用上の課
題の解決を図り、制度の実効性の更なる向上に取り組んだ。

計画 △ ○ ○ ○

◎ ⇒ ⇒

人事評価結果が優秀な職員を選考により係長職有資格者へ引き上げる「係長
職昇任資格選考制度」を導入し、令和３年４月の昇任に反映させた。

計画 △ △ ○ ◎

△ △ ◎

希望降任制度を導入した。

実績

6
降任制度の導
入

職員の心身の負担軽
減や能力発揮、組織
の活性化を図るた
め、人事評価結果の
ほか、健康面や家庭
の事情などの理由に
よる降任制度を構築
する。

人事課
職員の能力の活用による組
織力の向上を図る。

実績

実績

5
昇任資格試験
の見直し

女性職員の管理職登
用や次世代の組織の
中枢となる職員を確
保するため、昇任資
格試験の見直しを行
うとともに、人事評
価の結果などを昇任
制度に反映できる新
たな仕組みを構築す
る。

人事課
・女性職員の受験率向上
　14％（2018年度）
⇒17％（2021年度）

4
人事評価結果
の活用・反映

職員の能力開発や組
織の活性化等を図る
ため、評価結果の適
切な開示、人材育成
や処遇などへの活
用・反映などによ
り、更に実効性のあ
る制度となるよう取
り組む。

人事課
職員の意識改革・能力開発
を図る。
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改革の柱１　効率的な行政運営

2018(H30) 2019(R1) 2020(R3) 2021(R4)

目標値・成果
実施スケジュール（年度）
（上段：計画　下段：実績）

重
点
項
目

取組項目 具体的な取組内容 所管課 関連課

計画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

窓口アンケート調査を実施（１０月～１２月）し、その結果を接遇研修に活
用するとともに、人財育成推進委員会への報告及び、全職員に対する周知を
行った。

計画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

ボランティア活動の情報収集を行い、職員にその情報を提供した。
毎月17日を「ボランティアの日」として、ボランティアへの参加を促した。

計画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

職場内研修計画の目的及び作成方法等について周知を図り、計画を立て実践
することで、学習意欲を引き出すことができるような職場環境づくりを促進
した。

計画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

目標管理の手法を用いた業績評価を行い、各職員の目標・課題の共有化を
行った。

実績

実績

イ
職場課題
の共通認
識

職場の目標や課題に
関する情報を共有
し、職場の一体感を
醸成します。

人事課
学習的職場環境を整備す
る。

職場内研
修の推進

職場内研修担当者を
中心に学習的な職場
環境をつくるととも
に、組織としてＯＪ
Ｔに取り組むという
意識を醸成させ、職
場内研修の一層の充
実を図る。

人事課
学習的職場環境を整備す
る。

効率的かつ効果的な市民
サービスを提供する。

実績

2

学習的職場環
境づくり

ア

効率的かつ効果的な市民
サービスを提供する。

実績

イ
地域活動
への積極
的な参加

地域活動に関する情
報の収集・提供を通
じ、職員の地域活動
への参加の促進、市
民目線の向上を図
る。

人事課

■職員研修等の充実

1

市民目線を育
む職場環境づ

くり

ア
市民から
の意見の

収集

市民アンケートなど
の実施により、意見
を集約し、市民サー
ビスの向上に反映さ
せる。

人事課
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改革の柱１　効率的な行政運営

2018(H30) 2019(R1) 2020(R3) 2021(R4)

目標値・成果
実施スケジュール（年度）
（上段：計画　下段：実績）

重
点
項
目

取組項目 具体的な取組内容 所管課 関連課

計画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

各課かいへの通知等において、朝礼や挨拶の実践等を励行した。

計画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

人事評価制度の中で実施している面談を利用し、職場でのコミュニケーショ
ンの促進を図った。

計画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

各課かいに対し、年度初めに各種ハラスメント防止のための行動計画の作成
を依頼し、立てた計画に対して４半期ごとのチェックシートの作成及び年度
末に結果提出を依頼するとともに、人財育成推進委員会に報告を行った。ま
た、相談窓口は人事課、人権政策課、両組合の４か所に設置していることを
周知した。

計画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

女性活躍を推進する中で、幹部職員養成のための女性職員の派遣研修を実施
していたが、新型コロナウイルス感染症の影響により中止。
個々の職員の適正の把握や能力開発等を促しつつ、職員の人材育成を目指
し、可能な限り計画的な人事異動を行った。

実績

実績

4

計画的なジョ
ブローテー
ションの推進

定期的なジョブロー
テーションを行うこ
とで、職員の能力と
特性を見極めるとと
もに、幅広い職務経
験と豊富な知識を持
つ職員を育成し、ス
キルの向上とキャリ
ア形成に繋げる。

人事課
職員の適性の把握及び能力
の開発・活用

働きやすい職場環境を整備
する

実績

ウ
問題行動
の未然防
止

ハラスメントをはじ
め、様々な問題行動
の未然防止の観点か
ら、定期的な周知・
啓発を行うととも
に、相談しやすい体
制の構築を図る。

人事課
安全衛生を充実させる。
働きやすい職場環境を整備
する。

働きやすい職場環境を整備
する

実績

イ

職場での
コミュニ
ケーショ
ンの推進

職場内での挨拶を推
進するとともに、定
期的なミーティング
や自由な意見交換な
どにより、職場の結
束力を高める。

人事課3

働きやすい環
境づくり

ア
あいさつ
の励行

あいさつはコミュニ
ケーションの基本で
あることを再確認
し、誰に対しても、
笑顔であいさつを行
うという組織風土を
醸成し、定着させ
る。

人事課
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[△]:調査、検討、準備　　[○]:一部実施、試行　　[◎]:実施、達成、終了　　[⇒]:達成後継続推進



改革の柱１　効率的な行政運営

2018(H30) 2019(R1) 2020(R3) 2021(R4)

目標値・成果
実施スケジュール（年度）
（上段：計画　下段：実績）

重
点
項
目

取組項目 具体的な取組内容 所管課 関連課

計画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

中長期的な視野で、職種にとらわれない人事配置を行った。

計画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

・階層別研修（主任昇任職員、入庁5年目、新規採用職員）の実施（延べ130
人）
・集合研修（ハラスメント防止研修、メンタルヘルスラインケア研修、人事
評価研修等）の実施（延べ823人）

※新型コロナウイルス感染症の影響により中止となった職員研修：
　【階層別研修】新任係長研修・新任課長研修

計画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

・国、県等へ18人の職員を派遣した。
【内訳】国：2人、熊本県：10人、市町村：1人、熊本県市長会：1人、熊本県
後期高齢者医療広域連合：2人　一般財団法人DMOやつしろ：2人
・外部研修機関等へ90人の職員を派遣した。
【内訳】自治大学校：3人、市町村職員中央研修所：1人、全国市町村国際文
化研修所：3人、熊本県市町村職員研修協議会：67人、その他研修機関：16人

実績

7
派遣研修の充
実

先進的な行政手法、
幅広い視野の形成・
多様な人脈の構築、
高度で専門的な知識
の習得等を図るた
め、国・県などの他
の行政機関や外部研
修機関などへの派遣
研修を積極的に進め
る。

人事課

職員の意識改革・能力開発
を図る。
・実務派遣研修のうち、担
当業務に関する専門的な研
修の受講者数：85人（2021
年度）

実績

6
集合研修の充
実

階層別研修、特別研
修などをさらに充実
させ、経験年数や職
位に応じた知識・技
能や、職員に共通し
て求められる知能・
技能の習得を図ると
ともに、臨時・非常
勤職員などの受講機
会拡充や、勤務時間
外での開催など、研
修受講機会の更なる
確保を図る。

人事課

職員の意識改革・能力開発
を図る。
・特別研修を受講する職員
数
　：1,350人（2021年度）

実績

5
職種間交流の
推進

職員の能力を開発
し、より広い視野・
経験を持った人材を
育成するため、職種
間の異動・交流を進
める。

人事課
職員の適性の把握及び能力
の開発・活用
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改革の柱１　効率的な行政運営

2018(H30) 2019(R1) 2020(R3) 2021(R4)

目標値・成果
実施スケジュール（年度）
（上段：計画　下段：実績）

重
点
項
目

取組項目 具体的な取組内容 所管課 関連課

計画 △ ○ ◎ ⇒

△ ◎ ⇒

令和２年５月～１２月まで提案を募集し、１１件の提案提出があった。
行財政改革推進本部会議幹事会において提案審査を実施し、６件を採用提案
とし、うち３件を奨励賞（表彰提案）として表彰式を実施した。

計画 ◎ ⇒ ⇒ ⇒

◎ ⇒ ⇒

資格取得助成申請者に対する助成6人、自治大学校e-ラーニング40人、IT研修
73人、通信教育58人、ＤＸ人材育成研修31人の計208人が自己啓発の取組を
行った。

実績

実績

9
自己啓発支援
の充実・強化

自主的なグループ活
動や通信教育講座に
対する助成を引き続
き実施するととも
に、業務に関連する
資格の取得への助成
など、自己啓発を更
に促進するための支
援の充実・強化を図
る。

人事課

職員の意識改革・能力開発
を図る。
・自己啓発支援制度を活用
する
　職員数：100人（2021年
度）

8
職員提案制度
の実施

職員の能力開発・意
識改革を図るため、
直面する課題に対す
る現状や問題点につ
いて、全職員を対象
とした改善策の提案
募集を制度化する。

デジタル推
進課

職員提案募集を制度化す
る。
・職員提案数：１０（2021
年度）
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改革の柱１　効率的な行政運営

2018(H30) 2019(R1) 2020(R3) 2021(R4)

目標値・成果
実施スケジュール（年度）
（上段：計画　下段：実績）

重
点
項
目

取組項目 具体的な取組内容 所管課 関連課

③経営力・組織力の強化

計画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

５回開催
・令和2年4月30日　「八代市重点戦略の深化に向けた取組における推進方針
及び事務事業の設定について」
・令和2年8月31日　「八代市地域公共交通計画の策定について」
・令和2年11月30日　「八代市新市建設計画の変更について」、「第2期八代
市・氷川町・芦北町定住自立圏共生ビジョンの策定について」、「第4期八代
市障がい者計画の策定について」、「八代市成年後見制度利用促進計画の策
定について」、「八代市高齢者福祉計画・第8期介護保険事業計画の策定につ
いて」
・令和3年1月28日　「八代市協働のまちづくり推進計画の策定について」
・令和3年2月26日　「デジタル社会の実現に向けた八代市基本方針につい
て」、「八代市厚生会館の今後の方針について」

計画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

７回開催（うち書面開催３回）
・令和2年4月16日　「八代市重点戦略の深化に向けた取組における推進方針
及び事務事業の設定について」
・令和2年8月17日　「八代市地域公共交通計画の策定について」
・令和2年10月20日　「第2期八代市・氷川町・芦北町定住自立圏共生ビジョ
ンの策定について」
・令和2年11月12日　「八代市新市建設計画の変更について」、「第4期八代
市障がい者計画の策定について」、「八代市成年後見制度利用促進計画の策
定について」、「八代市高齢者福祉計画・第8期介護保険事業計画の策定につ
いて」
・令和3年1月14日　「八代市協働のまちづくり推進計画の策定について」
・令和3年2月12日　「八代市厚生会館の今後の方針について」
・令和3年2月22日　「デジタル社会の実現に向けた八代市基本方針につい
て」

実績

2

部次長等企画
調整連絡会議
の開催

各部の企画調整部門
の連携強化を図り、
本市行財政における
整合性を確保する。

企画政策課
本市行財政における整合性
を確保する。

実績

■トップマネジメント機能の強化

1
政策会議の開
催

行政事務を円滑に遂
行するために重要事
項の審議並びに事務
の連絡及び調整を行
う。

企画政策課
本市の行政事務を円滑に遂
行する。
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改革の柱１　効率的な行政運営

2018(H30) 2019(R1) 2020(R3) 2021(R4)

目標値・成果
実施スケジュール（年度）
（上段：計画　下段：実績）

重
点
項
目

取組項目 具体的な取組内容 所管課 関連課

計画 ◎ ⇒ ⇒ ⇒

◎ ⇒ ⇒

市長・副市長を中心に、執行部が組織として最大限の機能を発揮すべく掲げ
た市長公室の重点目標である下記の４項目について、更なる推進を図るた
め、各部との連携強化や信頼関係の構築に努めた。また、新型コロナや令和
２年７月豪雨災害など、新たに生じた課題への対応として、各種支援策の周
知やあらゆる媒体を用いた市長メッセージの発信なども積極的に行った。
①「市長の意向実現に向けた各部署への指示、調整、支援」
②「市長、副市長の判断に必要な情報の収集・整理」
③「市議会との連携及び調整」
④「新たな政策課題及び突発事案への対応」

■部の機能・役割の強化

計画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

組織機構再編に伴い、適正な事務決裁規程の改正を行った。引き続き、権限
及び責任の移譲を進め、意思決定の迅速化と事務処理の効率化について推進
していく。

計画 △ ○ ◎ ⇒

△ △ △

現状の予算編成は枠配分ではなく積上げ方式により行われているため、政策
担当課による部内取りまとめは行っていない。

実績

実績

2
部内調整担当

課の充実

部の経営管理能力を
強化するため、部内
政策担当課の機能を
強化する。

デジタル推
進課

部内政策担当課が予算枠配
分における部内取纏め課の
役割を担う。

実績

1
事務決裁規程

の見直し

部、課等の現場への
権限と責任の委譲を
進めるため、予算執
行専決区分を見直
す。

人事課 財政課
意思決定の迅速化と事務処
理の効率化を図る。

3
総合支援担当
の機能強化

市長公室に総合支援
担当を置くことで
トップマネジメント
の強化を図る

市長公室
市長公室に総合支援担当を
置き、例規などで役割を規
定する。
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[△]:調査、検討、準備　　[○]:一部実施、試行　　[◎]:実施、達成、終了　　[⇒]:達成後継続推進



改革の柱１　効率的な行政運営

2018(H30) 2019(R1) 2020(R3) 2021(R4)

目標値・成果
実施スケジュール（年度）
（上段：計画　下段：実績）

重
点
項
目

取組項目 具体的な取組内容 所管課 関連課

計画 ○ ○ ○ ○

△ △ △

シーリング対象年度を見直し、各部へ今後の編成方針についての説明を実施
した。

計画 ○ ○ ○ ○

○ ○ ○

適正な人員配置を行うとともに、状況に応じた各部等における流動的な職員
体制の支援に努めた。
また、令和２年７月豪雨災害、新型コロナウイルス関連への対応により急増
した業務に対しては、兼務発令等により庁内全体での体制の確保を図った。

■行政評価による行政資源の適正配分

計画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

適正な定員管理に努め、必要に応じた職員採用等を行った。

計画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

２３名を再任用職員として採用し、前年度からの３２名とあわせて活用し
た。
令和２年７月豪雨に係る復旧業務に対応するため、任期付職員（土木）の採
用試験を実施した。

実績

実績

2
再任用職員制

度の活用

定年退職者の知識・
経験・技術などを活
かしつつ、質の高い
行政サービスを提供
するため再任用制度
を活用する。
各職場における専門
性の高い分野や特定
の課題に対し、柔軟
に対応するため、任
期付職員を活用す
る。

人事課
定員管理の適正化、事務処
理の効率化、人材の有効活
用を図る

実績

1
定員管理の適
正化の推進

定年延長の動向を踏
まえ、計画的な職員
採用を行い、定員の
適正化を進める。

人事課
定員管理の適正化、人材の
有効活用を図る。

4
流動的な職員
体制の推進

業務量に応じ、部内
など職場全体で補完
し合える流動的な職
員体制の構築を進め
る。

人事課

職員の能力の活用による組
織力の向上を図る。
効果的な職員体制構築を進
める。

3

部内における
弾力的な予算
配分

意思決定の迅速化を
図るため、部に予算
配分を行い、庁内分
権を進める。

財政課 企画政策課

義務的経費（人件費、扶助
費、公債費）を除く経費に
対して、原則として、前年
度当初予算における総事業
費（一般財源ベース）に
シーリングをかける。

実績
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改革の柱１　効率的な行政運営

2018(H30) 2019(R1) 2020(R3) 2021(R4)

目標値・成果
実施スケジュール（年度）
（上段：計画　下段：実績）

重
点
項
目

取組項目 具体的な取組内容 所管課 関連課

計画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

各部署の状況に応じて適切に会計年度任用職員を任用するとともに、広報
誌、市ホームページやハローワークを活用して募集を呼びかけるなど広く優
秀な人材を確保するよう努めた。

計画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

事務事業の縮小や見直し、再任用職員や臨時・非常勤職員の活用によって生
み出された人員を、デジタル化や災害復旧に係る体制を強化するなどの新た
な行政需要等に再配分し、人員の適正な配置を行った。

計画 ○ ◎ ⇒ ⇒

○ ◎ ⇒

2020年度については、令和２年７月豪雨によりBCPが発動されたことを受け
て、施策評価に代えて、総合計画のうち重点的に取り組む施策・事務事業を
取りまとめた重点戦略進捗状況等報告書を作成した。市民アンケートを実施
し、その結果を同報告書において活用した。

　

■行政課題に対応できる組織の構築

計画 △ △ ○ ◎

△ △ △

簡素で効率的な組織機構とするため、各部等からの要望をもとに、組織機構
の見直しを行った。
一方で、令和２年７月豪雨災害、新型コロナウイルス関連をはじめとする新
たな課題に対する体制構築のため、組織数は増加した。

実績

実績

1
簡素な組織機
構の構築

簡素で効率的な組織
機構を目指すため、
適正な組織数とす
る。

人事課
組織機構数：
  244（2018年度）
⇒234（2021年度）

実績

5
行政評価手法
の充実

市民の意見をより汲
み取りやすい行政評
価の手法として、市
民アンケートを活用
した施策評価を実施
する。

企画政策課
市民アンケートを活用した
施策評価を導入する。

4
職員の適正な

人員配置

非常勤職員などの活
用やアウトソーシン
グの活用による業務
量に応じた人員配置
を実施する。

人事課
職員の適正な人員配置を図
る。

3

臨時・非常勤
職員制度の活

用

一時的な業務の増加
や専門性を有する業
務に効率的に対応す
るため、臨時・非常
勤職員（会計年度任
用職員）を活用す
る。

人事課
定員管理の適正化、事務処
理の効率化、人材の有効活
用を図る。 実績
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改革の柱１　効率的な行政運営

2018(H30) 2019(R1) 2020(R3) 2021(R4)

目標値・成果
実施スケジュール（年度）
（上段：計画　下段：実績）

重
点
項
目

取組項目 具体的な取組内容 所管課 関連課

計画 ○ ◎ ⇒ ⇒

◎ ⇒ ⇒

 「やつしろ国際化推進ビジョン」に掲げる各施策を全庁的に推進するため、
各課の関連事業及びその進捗を調査・集約するとともに、内部情報システム
を活用し、ビジョンの周知、関連事業の共有、予算要求時期に合わせた再度
の意識づけ等に取り組んだ。

計画 △ △ ○ ◎

△ △ △

組織機構再編に関する基本方針に基づき、組織機構再編を実施した。
また、一部組織機構について、新庁舎移行に向けた検討・準備を行った。

④民間活力の活用

■アウトソーシングの推進

計画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

市民サービス向上のため利用者アンケートを行い、読書活動推進に積極的に
取り組み利用者増を図った。施設・設備等の維持管理も適切に行われた。

指定管理者制
度の導入

実績

実績

ア
図書館本
館・分館

開館日数の増加、窓
口業務の充実、読書
活動の推進など、市
民サービスのさらな
る向上を効率的に実
現するため、ボラン
ティア活動の拡充や
段階的な民間活力の
活用を図る。市民
サービスの向上と効
果的・効率的な施設
運営を目指す。

生涯学習課
市民サービス向上と効果
的・効率的な施設運営を図
る。

3

新庁舎供用開
始に向けての
組織機構再編
の実施

組織機構再編に関す
る基本方針を見直し
を行い、新庁舎にお
ける組織機構再編を
実施する。

人事課

組織機構再編の基本方針に
新庁舎供用に関する事項を
盛り込む。また、組織機構
再編の基本方針に基づき、
新庁舎における組織機構を
構築する。

2
国際化に向け
た体制づくり

国際化及び外国人支
援などに対応できる組
織の再編を実施する。

国際課

・国際化に向けた組織を設置
する。
・設置した組織の事務分掌を
整理する。
・国際化に関する計画を策定
する。

実績
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改革の柱１　効率的な行政運営

2018(H30) 2019(R1) 2020(R3) 2021(R4)

目標値・成果
実施スケジュール（年度）
（上段：計画　下段：実績）

重
点
項
目

取組項目 具体的な取組内容 所管課 関連課

計画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

令和２年度より「久連子古代の里」と「草花資料館」の２施設を指定管理対
象施設から除外し、市直営の施設とした。
また、両施設と「五家荘自然塾」の３施設について、市有施設等利活用見学
会を実施し、市民、民間事業者等のニーズ調査を実施した。

計画 △ △ △ ○

△ △ △

当初は、他自治体の状況を調査し、指定管理制度の導入手法等に関する情報
収集を行った後、検討する予定であったが時間的余裕がなく、取り組み実施
が出来なかった。

計画 △ △ △ ◎

△ △ △

当該施設への指定管理者制度の導入については調査・検討をしたところ、現
段階で当該施設に指定管理者制度を導入すると、施設の老朽化などの理由に
より委託料が高額となり、市が多大な負担を負うことになる。
そこで、当該施設については指定管理者制度の導入は行わず、令和12年（２
０３０年）に新設が予定されている斎場において同制度を導入する旨の方針
を定めることとした。

実績

エ 斎場
市民サービスの向上
と効果的・効率的な
施設運営を目指す。

環境課
指定管理者制度の導入につ
いて調査・検討し、方針を
定める。

実績

実績

ウ 市営住宅
市民サービスの向上
と効果的・効率的な
施設運営を目指す。

住宅課

指定管理者導入に向けた仕
様書を策定する。
取組継続の是非を決定す
る。

イ
五家荘観
光施設

効果的・効率的に事
務を遂行するため、
民間委託を行う。

泉支所地域
振興課

観光振興課
市民サービス向上と効果
的・効率的な施設運営を図
る。

1
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改革の柱１　効率的な行政運営

2018(H30) 2019(R1) 2020(R3) 2021(R4)

目標値・成果
実施スケジュール（年度）
（上段：計画　下段：実績）

重
点
項
目

取組項目 具体的な取組内容 所管課 関連課

計画 △ △ △ ○

△ △ △

本市での指定管理者制度導入施設の調査。
導入に向けての他市公園の指定管理者への移行状況の調査検討。

計画 △ △ △ ◎

△ △ △

千丁健康温泉センターは開館後２４年が経過し、老朽化による突発的な設備
等の故障が年々発生し、今後の不具合箇所次第では多額の経費が必要とな
り、さらには、その修繕工事に伴う施設の長期休館も見込まれる。また、他
の民間等の類似施設の影響もあり、利用料収入については年々減少してい
る。以上のことから、指定管理者制度の導入については現在、見直しの検討
を行っている。

計画 △ △ ○ ○

△ △ △

民間委託について検討を行ったが、会計年度任用職員による窓口運用の方が
経費が抑えられるため、民間委託については見送っている。

実績

実績

2
窓口業務委託
の推進

公共サービス改革法
に基づく公共サービ
ス改革基本方針に掲
げられた窓口業務の
委託を進める。

デジタル推
進課

窓口関係課
窓口業務の民間委託を実施
する。
（2022年度達成見込み）

実績

カ
千丁健康
温泉セン

ター

市民サービスの向上
と効果的・効率的な
施設運営を目指す。

健康福祉政
策課

長期継続契約の期限が終了
する2021年5月末をめどに
指定管理者制度を導入す
る。

オ
都市公

園・普通
公園

市民サービスの向上
と効果的・効率的な
施設運営を目指す。

都市整備課

一部公園を指定管理者制度
へ移行する。
・歳入増加効果額：50万円
・歳出削減効果額：100万
円
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改革の柱１　効率的な行政運営

2018(H30) 2019(R1) 2020(R3) 2021(R4)

目標値・成果
実施スケジュール（年度）
（上段：計画　下段：実績）

重
点
項
目

取組項目 具体的な取組内容 所管課 関連課

計画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

指定管理者制度により施設の運営を行っている。

計画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

公共下水道事業費における施設維持管理費用については、積極的に民間への
業務委託を行っていく。
R2年度における施設の運転管理業務については、新規設備の維持管理を新た
に追加することで、業務の効率化に寄与した。

【水処理センター等運転管理業務委託】
追加内容：水処理系統４池目、マンホールポンプ４箇所
変更前　187,836千円／年　→　変更後195,505.2千円／年

計画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

新たな調理業務の民間委託はなかったが、現在14ある学校給食調理場の再編
整備について委員会を設置し、検討を重ね素案を策定した。

実績

維持管理の効率化を図る。

実績

ウ
給食調理
業務

学校給食調理業務の
民間委託などを進め
る。

教育政策課
未実施の共同調理場につい
て実施する。

市民サービスの向上と事務
の効率化
【備考】
平成２８年度から指定管理
者へ委託しており、実施計画
は達成しているが、定期的に
見直しを行う。

実績

イ
公共下水
道業務

年々増加する下水道
施設の運転管理・点
検・清掃の民間委託
を進める。

下水道建設
課

事務等の民間
委託実施

ア
CATVの民
間委託

効果的・効率的な施設
保全と安定運営を確保
するため、定期的に見
直しを行う。

デジタル推
進課
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改革の柱１　効率的な行政運営

2018(H30) 2019(R1) 2020(R3) 2021(R4)

目標値・成果
実施スケジュール（年度）
（上段：計画　下段：実績）

重
点
項
目

取組項目 具体的な取組内容 所管課 関連課

計画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

2020年度は選挙執行実績なし

計画 ◎ ⇒ ⇒ ⇒

◎ ⇒ ⇒

本市の介護認定調査員が行うべき調査のうち、調査の増加に起因する外部委
託の調査は行わなかった。
令和２年度調査件数：６，０３４件
調査員が実施した調査件数：５，９６５件（一人平均２９８件）
外部委託件数（市外分）：６９件（本市の調査員が対応できない調査）

計画 ○ ○ ○ ◎

○ ○ △

令和２年度のイベントについては。新型コロナウイルス感染症感染拡大の影
響により、開催中止。
会場設営監督業務委託についての検討を進めていた。

計画 △ ○ ○ ◎

△ △ △

新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響により、開催中止。
ステージの企画・進行業務委託を予定していた。

実績

キ
八代くま
川祭り

応援職員の業務につ
いて、一部民間委託
する。

イベント推進
課

・応援職員派遣依頼数の縮
減：
　71名（2017年度）
⇒61名（2021年度）

実績

カ
やつしろ
全国花火
競技大会

イベントなどの企
画・運営などについ
て、一部民間委託す
る。

イベント推進
課

職員の事務量削減（時間外
の削減）を図る。
・歳出削減効果額：60万円

実績

実績

オ
介護保険
認定審査
事務

効果的・効率的に事
務を遂行するため、
民間委託を行う。

長寿支援課

現在介護認定調査員として
20名雇用しているが、1名
あたり年間500件程度調査
を行っているため、今後増
加し対応不可能となる認定
申請分を調査員の増員では
なく委託で対応する。

エ

投開票業
務の市民
従事の推
進

市民従事の活用によ
り、投票率の向上・
歳出削減を図る。

選挙管理委
員会事務局

選挙に関する意識の向上、
地域活性化を図る。

3
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改革の柱１　効率的な行政運営

2018(H30) 2019(R1) 2020(R3) 2021(R4)

目標値・成果
実施スケジュール（年度）
（上段：計画　下段：実績）

重
点
項
目

取組項目 具体的な取組内容 所管課 関連課

計画 △ ○ ○ ○

△ ○ △

新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響により、開催中止。
パンフレット・記念品等の袋詰め業務に加え、コース上の矢印板等の設置撤
去業務について実施予定としていた。

計画 △ △ △ ○

△ △ △

2020大会においては、新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から開催を中
止した。

計画 △ △ △ ◎

△ △ △

情報収集及び内部での検討を行った。
なお、法改正により、令和４年10月から再任用職員及び会計年度任用職員が
共済組合員となり、短期給付(医療保険)、福祉事業(健康診査等)の対象にな
ることから、民間委託できる事務の範囲及び取扱い対象者数を精査した上
で、改めて人件費の削減等の検証を行う必要がある。

計画 △ △ ◎ ⇒

△ △ ○

当初想定していた無償での民間委託は行政規模等により調整がつかず、ま
た、有償での民間委託は歳出削減効果が見込めないことから、民間委託によ
る事務効率化は困難であると判断。庁内での事務の効率化を図るため、旅費
の計算・審査事務を人事課から会計課へ移管し、庁内の会計審査事務を一元
化した。

実績

サ
旅費計
算・審査
事務

効果的・効率的に事
務を遂行するため、
民間委託を行う。

人事課 全課

旅費計算・審査事務の効率
化、人件費の削減を図る。
・歳出削減見込額：280万
円

実績

コ
社会保険
労務事務

効果的・効率的に事
務を遂行するため、
民間委託を行う。

人事課

臨時・非常
勤職員労災
保険適用該
当課かい

社会保険事務の効率化、人
件費の削減を図る。
・歳出削減見込額：120万
円
・民間委託後の社会保険な
どの取扱い対象者数：500
人（2021年度）

実績

実績

ケ
みなと
フェス
ティバル

イベントなどの企
画・運営などについ
て、一部民間委託す
る。

観光クルー
ズ振興課

2020年度旅客ターミナル完
成後に、民間委託へ切替
る。
（2022年度終了予定）
・歳出削減見込額：60万円

ク

九州国際
スリー
デーマー
チ

イベントなどの企
画・運営などについ
て、一部民間委託す
る。

イベント推進
課

ウェルカムパーティーの実
施、コース案内矢印板及び
大会旗設置及び改修業務、
大会記念品等の仕分け準備
作業のアウトソーシングを
進める。
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改革の柱１　効率的な行政運営

2018(H30) 2019(R1) 2020(R3) 2021(R4)

目標値・成果
実施スケジュール（年度）
（上段：計画　下段：実績）

重
点
項
目

取組項目 具体的な取組内容 所管課 関連課

計画 △ △ ○ ◎

△ △ △

会計審査のアウトソーシングに関する他団体の事例や委託内容について、指
定金融機関と意見交換を行った。

計画 △ ◎ ⇒ ⇒

△ △ △

環境センター供用開始後、実務を行いながら運営マニュアル等の作成のため
の検討を行ったが、プラスチック資源循環促進法が閣議決定し、制度の詳細
が不確定のため、民間委託を実施するための発注仕様書、運営マニュアル等
の作成に至らなかった。
【マテリアルリサイクル回収推進施設管理運営委託】
委託業務の発注仕様書作成に向け、作業効率や安全性の高い運営方法、作業
員の配置体制について検討を行った。
検討結果…プラスチック資源循環促進法の2022年度の施行に向けプラスチッ
ク製品を市町村が分別収集・再商品化する仕組みなどを検討中のため2021ま
で1社随契、2022から競争入札で対応予定
【ごみ専用ダイヤル委託】
民間事業者の活用等の検討を行った。
検討結果…現在非常勤職員2名を任用しているため、民間事業者の活用による
歳出削減効果があまり期待できなかった

実績

実績

ス

環境セン
ターにお
ける事務

事業

効率的な行政運営を
図るため、環境セン
ター内の事務などに
ついて民間委託を図
る。

環境セン
ター管理課

・マテリアルリサイクル回
収推進施設管理運営委託
・ごみ専用ダイヤル委託
（契約数：２）
・歳出削減見込額：1,350
万円

シ 会計事務
人件費削減のため事
務の一部を民間委託
する。

会計課 ・歳出削減効果額：1,260
万円
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改革の柱１　効率的な行政運営

2018(H30) 2019(R1) 2020(R3) 2021(R4)

目標値・成果
実施スケジュール（年度）
（上段：計画　下段：実績）

重
点
項
目

取組項目 具体的な取組内容 所管課 関連課

計画 ○ ○ ○ ○

○ ○ ○

「公立保育所のあり方」に基づき、公立保育所の民営化等に向けて、次の取
組を行った。
・白島ぎんが保育園に次ぐ民営化等の対象園を検討していたが、７月豪雨災
害により、被災した私立保育園の復旧等に向けた対応が急務となったことか
ら、検討を中断。
・検討を再開するに当たり、改めて今後の民営化等の取組の参考とするた
め、市が所管する社会福祉法人等に対して、民営化参入意向調査を年度末に
実施。

計画 ◎

◎

譲渡完了

計画 ○ ○ ○ ○

○ ○ ○

経営健全化に向けた会議へ出席する等、常に経営状況を把握し、助言・指導
を行った。（6月・10月・12月・2月）
新型コロナウイルス感染症や令和２年７月豪雨災害の影響を受け、長期休館
や利用者の減少で売上は大きく落ち込んだ。しかし、被災に対する外部から
の支援や協定に基づく市の補償により、黒字決算となり、累積赤字の縮減と
なった。

実績

さかもと
温泉セン
ター株式

会社

「第三セクター等へ
の関与に関する基本
指針」に基づき、累
積赤字の縮減など、
第三セクターの経営
健全化を目指す。

坂本支所地
域振興課

累積赤字を縮減する。

・2018年度末で事業譲渡を
完了する。
・公的医療機関による地域
医療の継続が可能となり市
民への医療提供は維持する
ことができる。

実績

第三セクター
の経営健全化

ア

市民サービスの向上と売却
による歳入の増加、民営化
に伴う国庫負担金・県負担
金などの歳入の増加を図
る。

実績

イ
市立病院
の事業譲

渡
事業譲渡する。 市立病院

4

民営化・民間
譲渡の推進

ア
市立保育
所の民営

化等

公立保育所のあり方
に基づき、民営化な
どを進める。

こども未来
課
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改革の柱１　効率的な行政運営

2018(H30) 2019(R1) 2020(R3) 2021(R4)

目標値・成果
実施スケジュール（年度）
（上段：計画　下段：実績）

重
点
項
目

取組項目 具体的な取組内容 所管課 関連課

計画 ○ ○ ○ ○

○ ○ ○

毎月経営会議に出席し、運営状況を把握しながら、効率的な施設運営・経費
節減について助言・指導した。
新型コロナウイルスの影響によって売上が減少したが、経費節減を図りなが
ら新商品の開発や道の駅東陽開駅式などのイベント開催による収入増加策や
各種助成事業を活用することで、収益改善に努めた。

計画 ○ ○ ○ ○

○ ○ ○

累積赤字を軽減する方策を検討するため、経営改善委員会を開催。
コロナウイルス感染症に伴う赤字については、国、市などの助成金等を活用
し、補填を行った。

実績

ウ
株式会社
いずみ

第三セクターへの関
与に関する基本指針
に基づき、累積赤字
の縮減など、第三セ
クターの経営健全化
を目指す。

泉支所地域
振興課

累積赤字を縮減する。

実績

イ

株式会社
東陽地区
ふるさと

公社

第三セクターへの関
与に関する基本指針
に基づき、累積赤字
の縮減など、第三セ
クターの経営健全化
を目指す。

東陽支所地
域振興課

累積赤字を縮減する。

5

 

31
[△]:調査、検討、準備　　[○]:一部実施、試行　　[◎]:実施、達成、終了　　[⇒]:達成後継続推進



改革の柱２　健全な財政運営

2018(H30) 2019(R1) 2020(R2) 2021(R3)

①歳入の確保

計画 ◎ ⇒ ⇒ ⇒

◎ ⇒ ⇒

引き続き、国税関係資料の調査等により把握した償却資産の未申告
者に対して、文書や電話等により申告勧奨を実施した。

計画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

滞納者に対して滞納相談を随時実施し、滞納者の状況に応じて、分
納誓約・和解・訴訟等を行う。
徴収員による計画的な徴収を実施するとともに、催告等の送付、電
話催告や滞納者への呼び出しによる面談を行い定期的な納付を指導
する。
滞納者が多重債務に陥っていることが判った場合は、消費生活セン
ター・市民相談室・司法書士会・裁判所等への法律相談を推奨し、
個人の経済状況の改善を図ることにより、滞納整理を進める。
滞納したまま退去し居所不明になった者の滞納家賃について、戸籍
や住民票の確認により所在を調査し、時効の中断を図り滞納整理を
行う。
上記の滞納整理業務に加え、入居者死亡で支払いがない滞納家賃を
整理し、相続人に対して支払いの催告等を行うなど、滞納額の減少
に努めた。
【２０２０年度収納率　現年度９９．５０％　過年度１７．５２％
全体９１．１０％】

収納率の向上・未収金の解
消
・収納率90％

実績

調査により判明した償却資
産の未申告者に対し、新た
に申告勧奨を行う。
・歳入増加見込額：800万
円

実績

■徴収・回収の強化

1

市営住宅使用
料の徴収率向
上

夜間徴収や催告状の
発送などにより収納
率の向上を図り、利
用者の公平負担と事
業の安定運営を確保
する。

住宅課

目標値・成果
実施スケジュール（年度）
（上段：計画　下段：実績）

■適正な賦課の推進

1
課税客体の捕
捉強化

課税の公平性を図る
ため、償却資産の課
税客体の把握を強化
する。

資産税課 納税課

重
点
項
目

取組項目 具体的な取組内容 所管課 関連課
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改革の柱２　健全な財政運営

2018(H30) 2019(R1) 2020(R2) 2021(R3)

目標値・成果
実施スケジュール（年度）
（上段：計画　下段：実績）

重
点
項
目

取組項目 具体的な取組内容 所管課 関連課

計画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

引き続き更なる収入確保のため、催告状の送付や、納税課債権対策室への債
権回収事務移管による収納対策を実施した。また、水洗化向上対策として、
未接続世帯に対して個別訪問による接続依頼などを行った。
口座振替率75.9%（△0.5)、収納率（現_通年ベース）98.1%（0.4)、水洗化
率85.9%（1.0）　※（）は2019との比較

計画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

口座振替率75.0％、前年度と比較し、1.0％減少（件数：1,827件
増）
口座振替と共にコンビニでの納付件数も増加（3,142件増）してお
り、利便性は向上している。
滞納整理（現地交渉・不在票投函）326件  給水停止　142件

計画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

個別催告、納税相談、差押後の納付交渉等の機会に、納期内納付に
向けた納付指導を行った。引き続き、広報やつしろでは納期のお知
らせを、ホームページでは納期内納付の意識啓発を行った。
市税の現年度収納率は、新型コロナウイルスに伴う猶予特例の影響
により、前年度を下回った（R1　98.82％　⇒R2　98.33％）
しかしながら、当該影響額を除いて試算すると前年度＋0.15％の上
昇となり、実質収納率の向上は図れたところである。

計画 △ △ △ ◎

△ ○ ◎

市税の納付にスマートフォン決済アプリを導入し、令和3年4月から
実施した。
引き続き他の納付方法についても検討していく。

実績

5
税等の支払方
法の拡大

市民の税などの納付
の利便性を向上させ
るため、クレジット
納付その他支払方法
の拡大を図る。

納税課
各徴収関係
課

納税者の利便性を向上させ
る。
・2021年度までにクレジッ
ト納付など支払方法の拡大
を図る。

実績

実績

4
納期内納付の
促進・強化

納付催告、納税相
談、滞納整理の各機
会をとらえ、また、
各種情報媒体を用
い、納期内納付に向
けた意識啓発を図
る。

納税課
各徴収関係
課

収納率の向上・未収金の解
消を図る。
・歳入増加見込額：5,400
万円
・2021年度市税現年度収納
率：
　98.73％(2017年度）
⇒98.90％(2021年度）

実績

3
水道事業にお
ける歳入増加

料金口座振替を進め
るとともに滞納整理
を強化し、利用者の
公平負担と事業の安
定運営を確保する。

水道局 口座振替率：80.0％

2

公共下水道事
業における歳
入増加

収納率向上、水洗化
促進の強化を図り、
利用者の公平負担と
事業の安定運営を確
保する。

下水道総務
課

収納率向上、水洗化促進の
強化による安定運営を確保
する。
2021年度目標
・歳入増加見込額：7,582
万円
・口座振替率：80％
・収納率：91％
・水洗化率：80％
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改革の柱２　健全な財政運営

2018(H30) 2019(R1) 2020(R2) 2021(R3)

目標値・成果
実施スケジュール（年度）
（上段：計画　下段：実績）

重
点
項
目

取組項目 具体的な取組内容 所管課 関連課

計画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

引き続き早期滞納整理に努めるとともに、個別催告、債権差押の強
化を図った。市税の現年度収納率は、新型コロナウイルスに伴う猶
予特例の影響により、前年度を下回った。（R1　98.82％　⇒R2
98.33％）　しかしながら、当該影響額を除いて試算すると前年度
＋0.15％の上昇となり、実質収納率の向上は図れたところである。
課内研修の実施など職員の資質向上につとめたほか、7月から県税
務職員の併任徴収を行い、県との連携強化、ＯＪＴによりスキルの
向上に取り組んだ。

計画 ○ ○ ○ ◎

○ ○ ○

介護保険料及び後期高齢者医療保険料について、令和2年6月から全
案件移管を受け、税と併せて滞納整理を行った。また、下水道使用
料については、一部名寄せできないものがあることから、全案件移
管は困難と判断し、引き続き徴収困難案件のみの移管を受け、滞納
整理を行った。移管された債権の徴収業務について、特に問題な
く、業務が遂行された。
その他債権については、債権管理の現状を確認し、徴収一元化に向
けた指導及び協力を行った。

実績

2
公金徴収の一
元化

公金の徴収体制を強
化するため、税以外
の公金について、協
力体制の強化・徴収
体制の一元化を図
る。

納税課
各徴収関係
課

強制徴収公債権の徴収一元
化の事務及び体制の確立を
図る。
未着手債権の一元化の実施
形態、受入れ組織などの方
針を2021年度までに決定す
る。

■債権管理の適正化

1
差押等滞納処
分の推進

収納率向上及び未納
金縮減を図るため、
早期滞納整理の徹
底、催告・財産調
査・差押などの基本
事務を強化する。ま
た、職員研修の充
実、ＯＪＴにより知
識・技能の向上・定
着を図る。

納税課

収納率の向上・未収金の解
消を図る。

・2021年度市税現年度収納
率：
　98.73％(2017年度）
⇒98.90％(2021年度）

実績
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改革の柱２　健全な財政運営

2018(H30) 2019(R1) 2020(R2) 2021(R3)

目標値・成果
実施スケジュール（年度）
（上段：計画　下段：実績）

重
点
項
目

取組項目 具体的な取組内容 所管課 関連課

■新たな財源の確保

計画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

・国内流通アドバイザーや出向職員と連携し、中食・外食産業や食品加工産業を
中心に販路開拓を行うとともに継続取引へのフォローを随時実施。
　（新規成約実績　約1,150万円）
・八代市農林水産物等PR事業補助金の交付
（申請事業者）：6 事業者、（補助金交付実績）：0件
※新型コロナウイルス感染症の影響により商談会、展示会等の中止になったた
め、全事業者申請取り下げ。
・リモート商談会の実施
　出展事業者：17事業者、参加バイヤー：8事業者、商談件数：24件
・民間ＥＣサイトを活用した販路開拓の推進
　事業内容の説明会を開催し、登録希望事業者に対する登録方法などのサポート
を随時実施。
　販売事業者：5事業者、販売品目：10品目、売上額：127万円

・海外流通アドバイザーと連携し、市内事業者の巡回相談及び海外展開サポート
を随時実施。新型コロナウイルス感染症の影響により、当初予定していた事業を
中止し、代替事業に変更し実施。
  ※「FOOD TAIPEI 2020」「くまもと県南フードバレーフェアIN台湾
　基隆市」中止
・台湾バイヤーオンラインマッチング商談会in八代
　開催日：令和3年2月24日 ／ 参加事業者：10事業者
　バイヤー：12社、商談件数：50件
・回甘人生Umami-life「灶神在家（ ZAO GOD ）八代フェア」
　八代産品を使った宅配弁当1,440食を実売。
　開催日：令和3年2月25日・26日/3月3日・4日、参加事業者：6社
・香港における晩白柚プロモーション
　イオン香港12店舗での晩白柚フェアに合わせて販売促進活動を
  実施。
　フェア開催期間：令和3年1月28日～2月16日
　プロモーション：フェア告知（チラシ、SNSなど）、
　　　　　　　　　　現地販売員の配置（6店舗）
　販売数：1,727個（L玉1,717個・3L玉10個）
・海外展開サポート事業
　香港「割烹 櫓杏」八代フェア
　開催期間：令和3年1月28日～2月28日
　開催期間中、シャク、車海老、い草麺などを使用したメニュー
  を販売
・輸出支援プラットフォームを活用した販路拡大セミナー
　①開催日：令和2年6月25日 ／ 参加事業者：4社
　②開催日：令和3年2月16日 ／ 参加事業者：3社
・農林水産物輸出リーファーコンテナ利用補助金
　利用件数：１件　産物：晩白柚（2,132個）　輸出先：香港

・６次産業化推進アドバイザーと連携し、巡回指導等、新商品の開発を実施
　新商品数：８商品（８事業者）
・新商品告知や販路の拡大の取り組みの情報発信（報道機関と連携）
　（テレビ局、ラジオ局等：6社8回）
・事業者に対し販路の拡大等の経営戦略支援を実施（9事業者実施）

実績

1
特産品等の振
興

関係者との一体的な
取組により、販路拡
大と販売促進、ブラ
ンドの育成などを図
る。

フードバレー
推進課・観
光振興課

・海外における農林水産物
等の販売品目：9品目
・中食、外食産業へ年間新
規成約額：4,000万円
・新規商品開発数：9品目
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改革の柱２　健全な財政運営

2018(H30) 2019(R1) 2020(R2) 2021(R3)

目標値・成果
実施スケジュール（年度）
（上段：計画　下段：実績）

重
点
項
目

取組項目 具体的な取組内容 所管課 関連課

計画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

新規航路の誘致を目指し、船社向けにメールでの情報発信及び台湾
航路向け貨物データ等の作成を実施。
⇒R3.1.9より台湾航路が新規就航。
また、八代港の利用促進を目的として荷主企業、フォワーダー等へ
のメールによる情報発信を実施：181社
併せて、企業訪問によるポートセールス活動を実施した：71社

計画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

八代市産業活性化人材育成支援事業補助金として、37社147人に対
し、1,223千円を交付。
 八代市産業振興協議会へ補助金645千円を交付。
 八代市企業振興促進条例に基づく補助金（工場等建設補助金、用
地取得等補助金、雇用奨励金）として、15社に127,456千円を交
付。

計画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

寄附額は約12億5千万円と増加した。
増加した要因としては、令和2年7月豪雨災害の応援寄附と返礼品と
寄附金額の見直しを行ったことにより、寄附増加に繋がったと考え
られる。

実績

4
ふるさと納税
の推進

本市を積極的にＰＲ
するなど、市を応援
したくなる環境づく
りを工夫し、ふるさ
と納税を増やす。

観光・クルー
ズ振興課

・歳入増加見込額
　：5億2,000万円

実績

3
地域産業の振
興

企業振興促進条例に
よる奨励措置や産業
活性化人材育成支援
事業などの施策に
よって、地域産業の
振興を図る。

商工・港湾
振興課

税収の増加を図る。

実績

2
重要港湾八代
港の振興

定期航路の新規開設
と増便など、八代港
における貿易活動の
拡大・利用促進を図
る。

商工・港湾
振興課

地域経済の発展
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改革の柱２　健全な財政運営

2018(H30) 2019(R1) 2020(R2) 2021(R3)

目標値・成果
実施スケジュール（年度）
（上段：計画　下段：実績）

重
点
項
目

取組項目 具体的な取組内容 所管課 関連課

計画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

基金の一括運用を行い、14,198,022円の利子を得た。

計画 △ ○ ◎ ⇒

◎ ⇒ ⇒

ネーミングライツ事業として2019年4月から八代市総合体育館への
愛称「八代トヨオカ地建アリーナ」が開始。2020年5月からハーモ
ニーホールへの愛称「桜十字ホールやつしろ」が開始。ネーミング
ライツ料として、八代トヨオカ地建アリーナが2,214,000円、桜十
字ホールやつしろが1,512,500円（11ヵ月分）の歳入があった。

計画 ◎ ⇒ ⇒ ⇒

◎ ⇒ ⇒

2020年12月4日～2021年3月5日
【令和2年日本遺産に認定された「石工の郷」のストーリーを活用
し、八代の魅力を多くの人々に伝えてファンを増やしたい！】
（サイト）楽天ふるさと納税クラウドファンディング
（目　標） 50,000,000円
（実　績）211,044,000円

実績

7

寄附型クラウ
ドファウン
ディングを活
用した事業の
推進

ふるさと納税の制度
を活用した、使途を
明確にして資金調達
をする「ガバメント
クラウドファンディ
ング」を進める。

観光・クルー
ズ振興課

寄附型クラウドファンディ
ングの導入を進める。
・寄附型クラウドファン
ディングを活用した事業の
数：
　各年度実績２事業以上

実績

実績

6
新たな広告事
業の導入

新たな財源を確保す
るため、ネーミング
ライツなど、新規の
広告事業を導入す
る。

デジタル推
進課

新たに広告事業を導入す
る。
・新たに導入する広告事業
の総数：
　2020年度までに２事業

5

資金運用によ
る利子収入の
確保

資金の安全性の確保
を図り、併せて資金
の効率的な運用を行
うことにより、利子
収入を確保する。

会計課
利子収入の安定確保を図
る。
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改革の柱２　健全な財政運営

2018(H30) 2019(R1) 2020(R2) 2021(R3)

目標値・成果
実施スケジュール（年度）
（上段：計画　下段：実績）

重
点
項
目

取組項目 具体的な取組内容 所管課 関連課

■受益者負担の適正化

計画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

令和2年度は利用料金の見直しは行っていない。

計画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

2019年4月分より下水道使用料を約6.32%改定実施した。
（次回、2023年度改定予定）

計画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

　2019年4月分より農業集落排水処理施設使用料を約7.5%改定し
た。
　また、更なる収入確保のため、催告状の送付や支所担当職員と連
携して滞納者宅を個別訪問した。

実績

実績

ウ

農業集落
排水処理
施設使用
料

適正な受益者負担と
事業の安定運営を確
保するため、定期的
に見直しを行う。

下水道総務
課

農業集落排水使用料の見直
しを行う。(2019年度改定
予定)
・歳入増加見込額：500万
円

安定運営の確保
【備考】
平成２８年度からケーブル
テレビの施設管理及び運営
を指定管理者へ委託してお
り、使用料は、指定管理者
の歳入となる。

実績

イ
下水道使
用料

適正な受益者負担と
事業の安定運営を確
保するため、定期的
に見直しを行う。

下水道総務
課

下水道使用料の見直しを行
う。(2019年度改定予定)
・歳入増加見込額:1億
7,647万円

使用料等の適
正な金額への
見直し

ア
ケーブル
テレビ利
用料

適正な受益者負担と
事業の安定運営を確
保するため、定期的
な見直しを行う。

デジタル推
進課

坂本支所地
域振興課
東陽支所地
域振興課
泉支所地域
振興課
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改革の柱２　健全な財政運営

2018(H30) 2019(R1) 2020(R2) 2021(R3)

目標値・成果
実施スケジュール（年度）
（上段：計画　下段：実績）

重
点
項
目

取組項目 具体的な取組内容 所管課 関連課

計画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

　2019年4月分より浄化槽使用料を約7.5%改定した。
また、更なる収入確保のため、催告状の送付や支所担当職員と連携
して滞納者宅を個別訪問した。

計画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

新型コロナウイルス感染症の影響により、利用件数ならびに利用者
数の減となり、使用料の見直しは行わず、現行のままの取扱いと
なった。

計画 △ △ △ ◎

△ △ △

令和２年度は新型コロナウイルス感染症の影響もあり、協議などを
行っていないが、本案件については３者協議を継続しつつ、方針を
定めることとする。

計画 △ △ △ ◎

△ △ △

県内における使用料徴収の状況を踏まえつつ、新施設の整備状況に
合わせて検討していく。

実績

実績

キ

浄化槽汚
泥施設・
衛生処理
センター
使用料

適正な受益者負担と
事業の安定運営を確
保するため、使用料
の徴収に向けた見直
しを行う。

環境課
使用料の見直しについて調
査・検討し、方針を定め
る。

カ
斎場使用
料

適正な受益者負担と
事業の安定運営を確
保するため、定期的
な見直しを行う。

環境課
使用料の見直しについて調
査・検討し、方針を定め
る。

実績

オ

振興セン
ターいず
み施設使
用料

適正な受益者負担と
事業の安定運営を確
保するため、定期的
に見直しを行う。

泉支所地域
振興課

企画政策課 使用料の見直しを行う。

実績

エ
浄化槽使
用料

適正な受益者負担と
事業の安定運営を確
保するため、定期的
に見直しを行う。

下水道総務
課

浄化槽使用料の見直しを行
う。(2019年度改定予定)
・歳入増加見込額：365万
円

9
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改革の柱２　健全な財政運営

2018(H30) 2019(R1) 2020(R2) 2021(R3)

目標値・成果
実施スケジュール（年度）
（上段：計画　下段：実績）

重
点
項
目

取組項目 具体的な取組内容 所管課 関連課

計画 △ △ ◎ ⇒

△ ○ ○

使用料の充当先でもある電気料が電力入札により安くなったこと
で、支出額の削減ができた。
使用料の見直しについては検討中。

計画 ○ ◎ ⇒ ⇒

○ ◎ ⇒

次回の料金改定に向けた収支計画の見直し

実績

ケ
簡易水道
料金

適正な受益者負担と
事業の安定運営を確
保するため、水道料
金の見直しを行う。

水道局

簡易水道料金の料金改定を
行う。
・歳入増加見込額：2,200
万円 実績

ク
学校体育
施設使用
料

適正な受益者負担と
事業の安定運営を確
保するため、使用料
の徴収に向けた見直
しを行う。

教育政策課
生涯学習課
市民活動政
策課

学校体育施設使用料の見直
しを行う。
・歳入増加効果額：40万円

 

40
[△]:調査、検討、準備　　[○]:一部実施、試行　　[◎]:実施、達成、終了　　[⇒]:達成後継続推進



改革の柱２　健全な財政運営

2018(H30) 2019(R1) 2020(R2) 2021(R3)

目標値・成果
実施スケジュール（年度）
（上段：計画　下段：実績）

重
点
項
目

取組項目 具体的な取組内容 所管課 関連課

②経費の削減

■事業の見直し

計画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

令和2年7月豪雨による影響を考慮し、中期財政計画の見直しを図
り、各部へ周知を行った。

計画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

市長等常勤特別職の給料月額及び議員の報酬月額について、八代市
特別職報酬等審議会の答申に基づき、一律マイナス３％の改定を
行った。

計画 △ △ △ ○

△ △ △

事務事業評価の入力を見直し、簡素化を図ったが予算の枠配分には
至っていない。

実績

実績

3

行政評価結果
の予算編成へ
の活用

行政評価の結果に基
づき各部・各課にお
いて予算の調整を行
う体制を構築し、予
算の枠配分方式を導
入する。

財政課 企画政策課
各部への配分調整の基準と
なる数値の提示を行う。

実績

2
特別職報酬等
の見直し

他自治体の報酬額な
どの動向・職務や責
任の度合い等を勘案
して、職責に応じた
適正な報酬額等とな
るよう見直しを行
う。

人事課
適正な報酬等水準を確保す
る。

1
中長期財政計
画の策定

歳入（市税、交付税
など）・歳出（人件
費、扶助費、普通建
設事業費、公債費な
ど）の中長期的な見
込みを示し、健全な
財政運営を図る。

財政課
過大な事業計画の計上を抑
制する。
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改革の柱２　健全な財政運営

2018(H30) 2019(R1) 2020(R2) 2021(R3)

目標値・成果
実施スケジュール（年度）
（上段：計画　下段：実績）

重
点
項
目

取組項目 具体的な取組内容 所管課 関連課

■経常経費の削減

計画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

民間給与との給与水準の均衡を図るため、人事院勧告及び熊本県人
事委員会勧告を参考に給与改定を実施し、適正な給与水準となるよ
う努めた。
また、勤務実績を勤勉手当の成績率に反映し、職員の意欲や能力を
引き出せる給与制度の構築に取り組んだ。

計画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

時間外勤務時間上限時間を設定し、「時間外勤務の適正な運営に関
する行動指針」と併せ、適正な運営を図った。

計画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

　計画路線の見直しによる埋設深の浅埋化、土留材の変更（軽量鋼
矢板→アルミ鋼矢板）による運搬費の削減、マンホールポンプ設備
における改良型ポンプの採用によるコスト縮減、汚水桝蓋材の材料
変更による材料費削減、他工事（道路、水道、ガス等）との同時施
工を行うことによるコスト縮減を図った。

実績

時間外勤務の適正な運用、
職員の公務能率の向上と心
身の健康の維持 実績

2

公共下水道事
業における経
費節減

単価や工法の継続的
見直しにより、建設
事業費の節減及び維
持管理費の抑制を図
る。

下水道建設
課

単価・工法の見直し

適正な給与水準と給与制度
の確保

実績

イ

時間外勤
務な運用
の更なる

推進

「時間外勤務の適正
な運用に関する行動
指針」に基づき、時
間外勤務の適正管
理、業務の勤務時間
内処理など、実効性
のある取組を進め
る。

人事課

1

人件費の見直
し

ア
給与制度
の適正化

民間給与の適切な反
映、年功的な給与上
昇の抑制、勤務実績
の給与への反映など
による給与の適正化
を進める。

人事課
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改革の柱２　健全な財政運営

2018(H30) 2019(R1) 2020(R2) 2021(R3)

目標値・成果
実施スケジュール（年度）
（上段：計画　下段：実績）

重
点
項
目

取組項目 具体的な取組内容 所管課 関連課

計画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

水道管布設工事15件のうち、下水道工事等との同時施工6件

計画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

・国民健康保険被保険者証の一斉更新時にジェネリック医薬品希望
シールを国保全世帯へ配布。
・一定額以上の医療費の削減効果が期待できる被保険者を対象に、
処方された薬をジェネリック医薬品に切り替えた場合の自己負担軽
減額をお知らせする「ジェネリック医薬品差額通知」を送付し、
ジェネリック医薬品への切り替えを促進した。
※2020年9月（単月）ジェネリック医薬品使用割合：80.4％

計画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

民間団体との協議は実施できなかったため、類似パンフレット等の
整理までは至っていない。
引き続き、民間団体などと協議を重ね、推進していく。

実績

5

観光パンフ
レット類の整
理

八代の魅力をよりわ
かりやすく発信する
ため、民間団体など
のアイデアも取り入
れながら、観光振興
計画に沿ったパンフ
レットの再整理・作
成を行う。

観光クルー
ズ振興課

民間アイデアの取り入れに
よる内容の充実

実績

実績

4
医療費の適正
化

ジェネリック医薬品
希望シールを国保全
世帯に配付するとと
もに、ジェネリック
医薬品差額通知を対
象者へ送付し、ジェ
ネリック医薬品への
切り替えを促し、医
療費の適正化を図
る。

国保ねんき
ん課

2020年度9月末目標
ジェネリック医薬品使用割
合：80％

3
水道事業にお
ける経費節減

単価や工法の継続的
見直しにより、建設
事業費の節減及び維
持管理費の抑制を図
る。

水道局 単価・工法の見直し

 

43
[△]:調査、検討、準備　　[○]:一部実施、試行　　[◎]:実施、達成、終了　　[⇒]:達成後継続推進



改革の柱２　健全な財政運営

2018(H30) 2019(R1) 2020(R2) 2021(R3)

目標値・成果
実施スケジュール（年度）
（上段：計画　下段：実績）

重
点
項
目

取組項目 具体的な取組内容 所管課 関連課

延長後
計画

⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

複合機等のリース更新時には入札を行っており、機器リース料及び
パフォーマンスチャージ料の単価が下がったことにより、令和2年
度も経費を削減できた。

計画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

2020年度7月に電力調達入札（入札結果は、予定価格から46％削
減。）を行い、10月に電力切替を行った。なお、引き続き2021年度
の入札に向けて準備を進めた。

計画 △ ◎ ⇒ ⇒

△ ◎ ⇒

特記事項無し

計画 △ △ ◎ ⇒

△ △ ◎

新庁舎建設後の守衛業務についても総合管理委託業務の一環として
位置づけ、公募型プロポーザルを実施することとした。

実績

9
守衛業務の見
直し

新庁舎建設に向け
て、夜間の機械化な
ど業務時間の短縮や
廃止を含めた検討を
行い、方針を作成す
る。

財産経営課
新庁舎建設
課

守衛業務の見直し方針を決
定する。

実績

実績

8

球磨川感謝記
念祭事務局の
自主運営の推
進

市の行うべき範囲を
見直し、団体の自主
運営を進める。

農業振興課
廃止や民間移行も含め、関
係団体と協議のうえ方針を
決定する。

実績

7 光熱費の節減

全庁的に省エネを啓
発し、電気、ガス、
水道使用の抑制に努
める。

財産経営課 光熱水費抑制を図る。

6
出力機器の統
合

複合機器やプリン
タ、ＦＡＸなどの出
力機器を統合するこ
とにより、事務の効
率化及び経費の削減
を行う。

デジタル推
進課

関係課 経費削減を図る。
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改革の柱２　健全な財政運営

2018(H30) 2019(R1) 2020(R2) 2021(R3)

目標値・成果
実施スケジュール（年度）
（上段：計画　下段：実績）

重
点
項
目

取組項目 具体的な取組内容 所管課 関連課

■補助金・負担金の見直し

計画 △ ◎ ⇒ ⇒

△ △ △

一部見直しを行ったが、総合的な見直しには至っていない。

計画 △ ◎ ⇒ ⇒

△ △ △

一部見直しを行ったが、総合的な見直しには至っていない。

■市債の抑制

計画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

新庁舎建設に加え、令和2年7月豪雨の影響により災害復旧費が増加
したため、市債借入額が償還額を上回っている。

計画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

新庁舎建設に加え、令和2年7月豪雨の影響により災害復旧費が増加
したため、市債残高は増加している。

実績

2 公債費の縮減

将来への負担軽減の
ため、通常の建設事
業に係る市債残高を
削減する。

財政課
市債借入制限の設定と毎年
度の決算余剰金額に応じた
市債残高の削減を図る。

実績

実績

1
市債借入制限
の設定

新庁舎建設など大型
プロジェクト以外の
建設事業について、
活用する市債の借入
制限を設定し、償還
元金の枠内での借入
を実施する。

財政課

元金償還額を超えない市債
の借入に努め、最終的に実
質公債費比率、将来負担比
率の抑制に繋げる。
・実質公債費比率：12.3%
（2021年度）
・将来負担比率：126.8%
（2021年度）

実績

2

各種団体への
負担金の見直
し

協議会年会費など、
各種団体への負担金
の総合的な検証を実
施するとともに、再
編・整理を行う。

財政課

各種団体の活動実績や前年
度決算収支に基づく補助額
の基準を設定し、真に必要
と認められる部分を精査す
る。

1
補助金の見直
し

市の単独補助金につ
いて、必要性・効果
など総合的な検証を
実施するとともに、
再編・整理を行う。

財政課 企画政策課

各種団体の活動実績や前年
度決算収支に基づく補助額
の基準を設定し、真に必要
と認められる部分を精査す
る。
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改革の柱２　健全な財政運営

2018(H30) 2019(R1) 2020(R2) 2021(R3)

目標値・成果
実施スケジュール（年度）
（上段：計画　下段：実績）

重
点
項
目

取組項目 具体的な取組内容 所管課 関連課

③ ファシリティマネジメントの推進

■公共施設の縮減又は長寿命化

計画 △ ◎ ⇒ ⇒

△ ◎ ⇒

公共施設個別施設計画について、坂本町復興計画や地域防災計画と
の整合を図りつつ時点修正を進めている。

計画 ○ ○ ○ ○

△ ○ ○

令和2年7月豪雨災害により、坂本町の復興計画に沿った敷地の有効
活用に向けて、関係部署と連携した検討を行った。

計画 ◎ ⇒ ⇒ ⇒

○ ○ ○

「八代市営住宅長寿命化計画」に基づき、海士江道上団地２棟・迎
町団地１棟・日奈久団地1棟の解体を実施した。

実績

イ

市営住宅
の統廃

合・用途
廃止

「八代市営住宅長寿
命化計画」に基づ
き、市営住宅の統廃
合及び用途廃止など
を進める。

住宅課
市営住宅の統廃合・用途廃
止を実施する。（９団地）

実績

維持管理費などの削
減を図るため、社会
教育センターを集
約・再編する。

生涯学習課
文化振興課
財政課

社会教育センターを集約・
再編する。
2018年度：西部社会教育セ
ンター所管替え（⇒文化振
興課）
2019年度以降：解体費用が
高額となるため財政課と協
議

実績

2

施設の見直し

ア

社会教育
センター
の集約・

再編

1

八代市公共施
設等総合管理
計画の推進

厳しい財政状況の
中、本市の保有する
公共施設等をそのま
ま建替え、維持して
いくことは困難であ
り、本計画の基本方
針に沿った個別施設
計画を財政課及び施
設所管課で策定し、
公共施設マネジメン
トを進める必要があ
る。少子高齢化の進
展など将来予測を踏
まえ、総量削減や長
寿命化を図ることで
財政負担の軽減・平
準化、施設の適正配
置を実現する。

財産経営課 施設所管課

各施設所管課において、現
状での公共施設の躯体状
況、利用度合い、稼働率な
どの検証を行い、除却、集
約化、複合化、長寿命化な
ど将来予測を踏まえ施設ご
との方向性を個別施設計画
で決定する。また、運営面
でも官民連携を進め、歳出
削減にとどまらず、歳入確
保も目指す。
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改革の柱２　健全な財政運営

2018(H30) 2019(R1) 2020(R2) 2021(R3)

目標値・成果
実施スケジュール（年度）
（上段：計画　下段：実績）

重
点
項
目

取組項目 具体的な取組内容 所管課 関連課

計画 ○ ◎ ⇒ ⇒

○ ○ ○

・荒瀬ダムボートハウスの解体に着手した。

■公共施設の効率的な管理運営

計画 △ △ ◎ ⇒

△ △ ◎

サウンディング調査の結果を基に、2021年度4月に新庁舎総合管理
委託公募型プロポーザルを実施することとし、仕様書等の作成を
行った。

■市有財産の有効活用

計画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

売却交渉等により、7件の普通財産を売却した。

計画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

・整地工事が完了した保留地の新規販売
・民間の力を活用した「保留地販売促進紹介料支払制度」による保
留地の販売推進
・広報やつしろへの保留地販売記事の掲載

実績

2
保留地の売却

促進

市が保有する分譲宅
地の販売を促進す
る。

都市整備課
歳入の増加、定住の促進を
図る。

実績

実績

1
売却可能資産
の処分促進

地域の実情に沿った
利活用が見込めない
財産について、積極
的に売却するなど有
効活用を図る。

財産経営課

管理費用などがかかる普通
財産から率先して、売却等
の処分を行い、歳出削減、
歳入確保を図る。

実績

1

包括管理委託
の導入に向け
たサウンディ
ング型市場調
査の実施

公共施設の管理につ
いて、業務水準の向
上や契約事務の効率
化を目的とした施設
の包括管理委託の導
入に向け、本市にお
ける市場性の有無、
事業範囲などについ
て、民間事業者から
有効な提案を活かす
サウンディング（対
話型市場調査）を実
施する。

財産経営課

契約事務の一元化による大
幅な事務経費削減と統一し
た点検を行い、また、初期
段階での施設の保全予防を
実施することで、施設の長
寿命化が図られ、更新費用
などの削減・平準化ができ
る。

ウ
川遊びの
拠点施設

整備

現ボートハウスを撤
去し、新たに川遊び
の拠点施設として別
用地に再整備を行
う。

企画政策課
観光・クルー
ズ振興課

2019年度予定の施設整備に
併せて、用途変更及び所管
替えを行う。
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改革の柱２　健全な財政運営

2018(H30) 2019(R1) 2020(R2) 2021(R3)

目標値・成果
実施スケジュール（年度）
（上段：計画　下段：実績）

重
点
項
目

取組項目 具体的な取組内容 所管課 関連課

計画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

市が保有する分譲宅地２件の借地契約更新時において、販売促進の
通知を送付し、購入を促した。

計画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

八代市公共施設等総合管理計画を推進において、坂本町復興計画や
地域防災計画との整合を図りつつ、支所所管部局とも情報共有し、
検討している。

計画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

・旧敷川内分校について、高田コミュニティセンター改築（令和元
年度～令和２年度）に伴い仮倉庫として活用。
・旧浜分校について、伝承館建設（令和元年度～令和２年度）に伴
い文化振興課の仮倉庫として活用。また、7月豪雨で被災した民間
保育園の仮園舎敷地として貸与。
・旧宮地東小学校について、民間事業者に貸与（平成３０年度～令
和２年度）。
・旧鏡西部小学校について、7月豪雨で被災した民間保育園の仮園
舎として貸与。
・旧泉第三小学校について、民家事業者に貸与（平成３１年度～令
和１０年度）。

実績

実績

5
廃校・余裕教

室の活用

廃校等の空き施設
と、余裕教室の空き
スペースを有効利用
する。

教育施設課 財産経営課

地域活性化、空きスペース
の有効活用を図る。
・歳入増加見込額：410万
円

実績

4
支所庁舎等の

有効活用

各支所の空きスペー
ス等を有効利用す
る。

財産経営課
企画政策課
支所地域振
興課

地域活性化、空きスペース
を有効活用する。

3
宅地分譲の促

進

市が保有する分譲宅
地の販売を促進す
る。

用地課 歳入の増加を図る。
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改革の柱２　健全な財政運営

2018(H30) 2019(R1) 2020(R2) 2021(R3)

目標値・成果
実施スケジュール（年度）
（上段：計画　下段：実績）

重
点
項
目

取組項目 具体的な取組内容 所管課 関連課

計画 △ ○ ○ ◎

△ ○ ○

　新庁舎建設に伴い、一般駐車場としての機能を休止し、公用車及
び職員駐車場として利用するとともに、土日祝日及び勤務時間外に
ついては、職員駐車スペースを無料開放した。

計画 △ △ △ ◎

△ △ △

利活用を図るための財産リストを作成するために、対象地の絞り込
みや現地確認を行っている。

未利用地資産の利活用のた
め、専門媒体機関を介し
て、１件でも多く売却等を
促進出来ないか、事業実施
の検討を行っていく。

実績

7

熊本県宅地建
物取引業協会
等への市有地
媒介の実施

利活用が見込めない
市有地について、売
却等の活用を図るた
め媒介を実施する。

財産経営課

6
中央市営駐車
場の有効活用

今後の活用につい
て、全庁的な検討を
行い、活用方針を定
める。

市民活動政
策課

企画政策課
財政課
商工政策課
スポーツ振
興課

全庁的な調査・検討を行
い、今後の活用方針を定め
る。 実績
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改革の柱３　情報化の推進

2018(H30) 2019(R1) 2020(R2) 2021(R3)

①情報通信技術の活用

計画 ◎ ⇒ ⇒ ⇒

○ ◎ ⇒

フォロワー数8,956件、更新回数917件で、フォロワー数、更新回数
ともに目標数値を達成した。
また、8月に新たに公式LINEの運用を開始し、新型コロナウイルス
関連情報および令和2年豪雨災害関連情報を主として発信した。

■電子申請事務の拡充

計画 ○ ○ ○ ◎

◎ ⇒ ⇒

職員採用試験申込や児童手当現況届など、16様式で利用されてい
る。
令和2年度 電子申請利用実績　4,601件

※令和３年５月７日「よろず申請本舗」から「電子申請サービス」
にリニューアル

■情報システムの最適化

計画 ○ ○ ○ ◎

○ ○ ○

Web会議ができるTeamsライセンスを85導入した。また、在宅ワーク
のため、リモート接続ライセンス、暗号化ライセンスを８５購入
し、環境整備を行った。また、Office365については、2020年度
は、190CALを追加し、1,200ＣＡＬ導入している。

実績

実績

1
OAソフトの最
適化

初期費用などの管理
コスト削減やソフト
管理の効率化を図る
ため、全情報端末に
有利なソフトウェア
のライセンス形態を
導入する。

デジタル推
進課

全職員が有利な環境で情
報端末を利用できるよう
にする。
・歳出削減効果額：2055
万円
・想定職員数：1,300人

実績

1

熊本県電子申
請受付サービ
ス（よろず申
請本舗）の活
用

事務のワンストップ
サービス化など、市
民の利便性向上を図
るため、電子申請が
可能な事務を充実さ
せる。

デジタル推
進課

関係課

よろず申請本舗を活用す
る。
・業務数：5業務
・利用件数：200件

1
SNSの積極的
な活用

広報、ＰＲ活動、情
報発信力の強化を図
るため、市公式のSNS
（Facebook、Twitter
等）を積極的に活用
する。

秘書広報課 全課かい

Facebook、Twitterなどを
活用する。
・フォロアー数：6,450件
・更新回数：150回

関連課 目標値・成果
実施スケジュール（年度）
（上段：計画　下段：実績）

■SNS等を活用した情報発信力の強化

重
点
項
目

取組項目 具体的な取組内容 所管課
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改革の柱３　情報化の推進

2018(H30) 2019(R1) 2020(R2) 2021(R3)

関連課 目標値・成果
実施スケジュール（年度）
（上段：計画　下段：実績）

重
点
項
目

取組項目 具体的な取組内容 所管課

計画 △ ○ ○ ◎

△ △ △

新庁舎の会議室・執務室等に無線ＬＡＮ機器を整備するよう庁内関
係課と検討を行うとともに、一部で無線LANの実証導入を行った。

■マイナンバーカードの利活用

計画 ○ ◎ ⇒ ⇒

○ ◎

2019年度で終了している

実績

1

八代市自治体
ポイントの導
入

「自治体ポイント管
理クラウド」を利用
し、事業の低コスト
化を図りながら、地
域経済応援ポイント
を本市に還流させる
ため、めいぶつチョ
イスによる地元産品
のオンライン物販の
仕組みを構築する。

観光クルー
ズ振興課

クレジットカードなどの
ポイントやマイレージを
地域応援ポイントとし
て、様々な住民の公益的
支援と地域の消費拡大に
つなげる。

2
無線LANの構
築

事務の効率化を図る
ため、庁舎内の無線
LAN環境を構築する。

デジタル推
進課

2021年3月に完成予定の新
庁舎において、会議室な
どのネットワークを無線
LANで構築する。 実績
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改革の柱３　情報化の推進

2018(H30) 2019(R1) 2020(R2) 2021(R3)

関連課 目標値・成果
実施スケジュール（年度）
（上段：計画　下段：実績）

重
点
項
目

取組項目 具体的な取組内容 所管課

②情報セキュリティの強化

■個人情報の適正管理

計画 ◎ ⇒ ⇒ ⇒

◎ ⇒ ⇒

課かいへの特定個人情報取扱マニュアルの更新依頼、マイナンバー
制度のe-ラーニング研修を実施した。また、特定個人情報等監査に
おいては、全課かいによる自己点検に加えて、事務局（企画政策
課）による実地検査を実施し指導を行った。なお、特定個人情報漏
えい等の重大事案は発生していない。

■情報セキュリティポリシー遵守の徹底

計画 △ ○ ○ ◎

△ ○ ○

情報セキュリティにかかる各種研修（新採研修、ヘルプデスク、ｅ
ラーニング研修等）を実施。
毎週木曜日は、「情報セキュリティ確認の日」と定め、職員へ
チャットツールでお知らせを行い、自己点検等意識向上を図った。

実績

1

自己点検体制
の確立及び監
査の実施

情報漏えい事案の未
然防止、職員の情報
セキュリティに対す
る意識向上を図るた
め、情報セキュリ
ティに関する全庁的
な自己点検体制の整
備及び監査を実施す
る。

デジタル推
進課

関係課

各業務に関して、情報資
産の管理体制が適切に確
立されているか、内外の
脅威に対する情報セキュ
リティが対策が行われて
いるか全課を対象に確認
する。

実績

1
特定個人情報
の適正管理

特定個人情報（マイ
ナンバー及びそれを
含む個人情報）など
の適正な取扱いを確
保するため各課かい
ごとに整備した安全
管理措置マニュアル
について、遵守の徹
底を行う。

デジタル推
進課

全課かい
特定個人情報漏えい等の
重大事案件数をゼロに抑
える。
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改革の柱４　市民参画の推進

2018(H30) 2019(R1) 2020(R2) 2021(R3)

①行政情報の発信や提供

計画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

市ホームページでの公表（７月）、広報やつしろでの公表（９月）
を実施した。

計画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

広報やつしろ、当初予算のポイントについて更なる見直しを進め、
画像を取り入れることで分かり安い情報発信に努めた。

計画 ◎ ⇒ ⇒ ⇒

△ ◎ ⇒

広報広聴主任研修会で広報広聴主任に対し、広報を行う際の留意点
やルール等の説明を行う予定だったが、新型コロナウイルス感染症
の影響により中止した。
毎月、Garoon掲示板で広報やつしろ原稿提出を依頼する際に、
Garoon文書フォルダにある「広報マニュアル」を参照するよう明記
している。

実績

実績

3
わかりやすい
情報発信

視覚的にわかりやす
いか、市民目線での
表現であるかなど、
体系的なルールを作
成し、市ホームペー
ジなどのルールづく
りを行う。

秘書広報課
職員用表記マニュアルを
作成する。

実績

2
財政状況の公

表

市民の生活に関係の
深い施策予算の内容
や決算状況など、情
報の充実を図る。

財政課
説明責任の向上、市民の
理解と信頼の確保を図
る。

1
人事行政の運
営状況の公表

市職員の給与と人事
管理の状況を分かり
やすく公表する。

人事課
説明責任の向上、市民の
理解と信頼の確保を図
る。

関連課 目標値・成果
実施スケジュール（年度）
（上段：計画　下段：実績）

■行政情報の発信と共有

重
点
項
目

取組項目 具体的な取組内容 所管課
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改革の柱４　市民参画の推進

2018(H30) 2019(R1) 2020(R2) 2021(R3)

関連課 目標値・成果
実施スケジュール（年度）
（上段：計画　下段：実績）

重
点
項
目

取組項目 具体的な取組内容 所管課

計画 ◎ ⇒ ⇒ ⇒

◎ ⇒ ⇒

市HPへの掲載、執務室内での資料等の閲覧・提供を実施するほか、
情報公開の請求によらず提供できるものは、個別に対応。

計画 ○ ◎ ⇒ ⇒

○ ○ ○

インターネット（よろず申請本舗）による受験申込を行うほか、令
和2年度よりはTwitterやFacebookなどのSNSも活用した。

■情報・会議の公開

計画 △ ○ ◎ ⇒

○ ○ ○

令和元年度中に開催した審議会の公開状況について照会を行った結
果、会議録の公開率は90.4％であった。会議録未公開の会議を所管
する課かいに対しては、ヒアリングを行い会議録の公開に向け助言
を行った。

実績

実績

1
審議会の公開

の徹底

審議会の公開につい
て、市民の知る権利
を保障するため、基
本指針を見直すとと
もに、会議録の公開
徹底を図る。

デジタル推
進課

・「八代市審議会等の設
置及び運営に関する基本
指針」における公開指針
を見直す。
・審議会等の会議録公開
率１００％

5

採用選考に関
する広報の充
実・強化

公務の魅力や採用情
報に関する広報の充
実・強化を図るた
め、ＩＣＴを幅広く
活用する。

人事課 秘書広報課
優れた人材を確保する。
・採用試験最終競争倍率
10.0倍

4
情報提供の施
策の充実

行政の透明性を高め
るため、情報公開の
請求によらない情報
の公表及び提供を進
める。

文書統計課 全課かい
情報公開の請求によらな
い情報の公表及び提供を
進める。

実績
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改革の柱４　市民参画の推進

2018(H30) 2019(R1) 2020(R2) 2021(R3)

関連課 目標値・成果
実施スケジュール（年度）
（上段：計画　下段：実績）

重
点
項
目

取組項目 具体的な取組内容 所管課

②広聴機会の多様化

計画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

9件実施
・八代市協働のまちづくり推進計画（案）について（市民活動政策
課）
・第2期八代市まち・ひと・しごと創生総合戦略（案）に係る意見
募集について（企画政策課）
・八代市坂本町復興計画（案）に係る意見募集について（復興推進
課）
・八代市高齢者福祉計画・第8期介護保険事業計画（素案）に係る
意見募集結果について（長寿支援課）
・第4期八代市障がい者計画の策定について（障がい支援課）
・第2期八代市・氷川町・芦北町　定住自立圏共生ビジョン（案）
に係る意見募集について（企画政策課）
・新市建設計画変更（案）に係る意見募集について（企画政策課）
・八代市地域公共交通計画の策定について（企画政策課）
・八代市成年後見制度利用促進計画（素案）について（長寿支援
課）

計画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

42件46提言を受付した。
メールでの「市長への手紙」の送付は、秘書広報課アドレスに送付
する手順となっているが、より簡単に送信できるよう、市ホーム
ページに投稿フォームを設けた。

計画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

新型コロナウイルス感染症と令和２年豪雨災害の影響により、受け
付けた17件のうち10件がキャンセルとなった。また、新型コロナウ
イルス感染症感染拡大により、受付を一時停止した。受付数は、前
年119件に対し86％減となった。
新型コロナウイルス感染症防止対応策として、チェックリストを作
成し受付再開時より申請書に添付してもらうよう対策を行った。

実績

3

まちづくり出
前講座の内容

充実

出前講座の内容を充
実させていくととも
に、更なる利用促進
を図る。

秘書広報課
市民のまちづくりへの参
加意識を醸成する。

実績

実績

2
市長への手紙

の充実

寄せられた意見など
の反映状況を分野
別・種類別に集計す
るとともに、改善・
改良事例を市報・
ホームページに掲載
する等、一層の充実
を図る。

秘書広報課
市民の声の市政へ反映さ
せ、市民サービスの向上
を図る。

■広聴手段の充実

1

パブリックコ
メントの実施

徹底

市民に分かりやすく
情報を提供し、意見
や提言をもとに、よ
り透明性の高い行政
運営に努める。

企画政策課
透明性を向上させ、市民
の市政への参画を促進す
る。
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改革の柱４　市民参画の推進

2018(H30) 2019(R1) 2020(R2) 2021(R3)

関連課 目標値・成果
実施スケジュール（年度）
（上段：計画　下段：実績）

重
点
項
目

取組項目 具体的な取組内容 所管課

計画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

「八代市審議会等の設置及び運営に関する基本指針」に基づき、所
有する委員の選任状況や審議会等の名簿等の情報により、必要に応
じて委員選任時の支援を行った。
令和２年度に実施した調査で調査対象の審議会62中、公募を行って
いる審議会等6で、うち公募委員がいる審議会等の数は5であった。
また、公募委員は公募を行っている審議会等の委員73人のうち、10
人であった。

計画 ◎ ⇒ ⇒ ⇒

◎ ⇒ ⇒

新型コロナウイルス感染症の影響により、2020年度の開催は中止
し、2021年度に延期開催することとした。

実績

実績

5

みんなと未来
を語る市政懇
談会の実施

市民と行政との協働
意識を高め、市民の
市政への参画を促す
ため、市民との直接
対話の機会を設け
る。

秘書広報課
市政懇談会を実施する。
・懇談会開催数21回
・懇談会参加者数1,050人

4
審議会等の委

員公募

行政サービスの直接
の受け手である市民
の視点・意見を反映
させるため審議会な
どの委員公募を進め
る。

デジタル推
進課

市民の市政への参画を促
す。
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改革の柱５　住民自治の推進

2018(H30) 2019(R1) 2020(R2) 2021(R3)

①コミュニティ活動の活性化

計画 △ ◎ ⇒ ⇒

◎ ⇒ ⇒

コロナ禍のため、八代市地域協議会地域活動発表会、八代市地域協
議会連絡会議中止。八代市協働のまちづくり推進条例について、市
職員を対象に動画による研修会を開催した（398人）。

計画 ○ ○ ○ ◎

○ ○ ○

コミュニティセンターに関する地域協議会への一部管理委託（対象
２０施設）
・１７地域協議会と委託契約（４月）
・千丁まちづくり協議会・高田まちづくり協議会への一部管理委託
の業務説明会開催

計画 ○ ○ ○ ◎

○ ○ ○

実績４地域（坂本:H27年9月、千丁:H28年7月、鏡:H30年3月
　　　　　   代陽：R2年5月策定）

実績

実績

3
まちづくりの
計画策定支援

地域のまちづくり計
画を策定する際、必
要な経費を助成した
り、担当職員を配置
するなど側面から支
援を行う。

市民活動政
策課

21地域協議会においてま
ちづくり計画を策定す
る。

協働のまちづくりの推進
に関する条例を制定す
る。

実績

2

コミュニティ
センターの一
部管理委託の

推進

民間活力を活かし、
コミュニティセン
ターの一部管理業務
委託を行う

市民活動政
策課

20地域協議会へ委託す
る。

目標値・成果
実施スケジュール（年度）
（上段：計画　下段：実績）

■地域協議会の運営支援

1

協働の推進に
関する条例の

制定

協働のまちづくりに
関して、市民と行政
の協働の仕組みを整
え、市民と行政が一
緒になって、協働の
まちづくりの推進に
関する条例の制定を
図る。

市民活動政
策課

重
点
項
目

取組項目 具体的な取組内容 所管課 関連課
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改革の柱５　住民自治の推進

2018(H30) 2019(R1) 2020(R2) 2021(R3)

目標値・成果
実施スケジュール（年度）
（上段：計画　下段：実績）

重
点
項
目

取組項目 具体的な取組内容 所管課 関連課

計画 ◎ ⇒ ⇒ ⇒

◎ ⇒ ⇒

まちづくり活動活性化補助金（2018～2020年度）の内容を見直し、
次世代育成に関する事業を追加するなどした地域みらいづくり補助
金を設置した。（2021～2023年度）

②市民活動の推進体制及び環境づくり

計画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

自主防災組織の結成促進では、各種の行事等を通じて積極的に啓発
活動、広報活動を実施。また、未組織地域に対し、個別に自主防災
組織の必要性を説明し、組織率の向上に努めた。2020年度に新しく
2組織が結成し、88.06％の組織率となった。

計画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

⇒ ⇒ ⇒

2020年度に発生した災害では協力事業所に支援は要請しなかった。
また、新たに2事業所を協力事業所として登録し、合計23事業所と
なった。

実績

2

防災協力事業
所制度等の積
極的な活用

登録事業所などが保
有する資源(技術等)
を把握し、市と地域
が連携した防災体制
の構築を促進する。

危機管理課
地域防災力を強化する。
・目標値22事業所

実績

実績

■NPOやボランティア団体等の支援

1
自主防災組織
の拡充

結成の働きかけや説
明会の開催により組
織結成を促進する。

危機管理課
地域防災力を強化する。
・組織率85％

4

地域協議会へ
の継続的な支
援の実施

地域の課題解決とや
る気の応援と、独自
の発想、地域の特性
に応じたまちづくり
が実施できるよう、
地域協議会への継続
的な支援を実施する
とともに、より使い
やすくするよう適宜
地域協議会への補助
金の見直しを行う。

市民活動政
策課

補助金の利用実績：
630万円/年
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改革の柱５　住民自治の推進

2018(H30) 2019(R1) 2020(R2) 2021(R3)

目標値・成果
実施スケジュール（年度）
（上段：計画　下段：実績）

重
点
項
目

取組項目 具体的な取組内容 所管課 関連課

計画 ◎ ⇒ ⇒ ⇒

◎ ⇒ ⇒

ネットワーク交流会については、コロナ感染防止の観点から実施し
ていないが、年4回の「やつしろNPO情報！」の発行、配布や、市民
活動団体登録制度の推進を行い、市民活動団体登録は令和元年度よ
りも2団体増え、令和3年3月時点で計44団体が登録している。

計画 ◎ ⇒ ⇒ ⇒

◎ ⇒ ⇒

スキルアップセミナーについては、コロナ感染防止の観点から中止
となった。

■市民提案型協働事業及び行政提案型協働事業の推進

計画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

◎ ⇒ ⇒

2019年度から①コミュニティ活動の活性化「地域協議会への継続的
な支援の実施」に統合

計画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

◎ ⇒ ⇒

2019年度から①コミュニティ活動の活性化「地域協議会への継続的
な支援の実施」に統合

実績

2
行政提案型協
働事業の推進

あらかじめ市がテー
マ等を設定し、どの
ような事業や手法で
課題を解決するか市
民活動団体から提案
を募る。

市民活動政
策課

事業の実施手法を検討し
ていく。

実績

実績

1
市民提案型協
働事業の推進

地域課題について市
民活動団体から豊か
な発想を生かした課
題の解決につながる
事業提案を募る。

市民活動政
策課

事業の実施手法を検討し
ていく。

実績

4

市民活動団体
等への支援体
制の構築

事務・広報スタッフ
の育成講座等の開催
により、市民活動団
体の基盤強化や各主
体との連携促進を図
る。

市民活動政
策課

ＮＰＯスキルアップセミ
ナー等を開催する。
・参加者数：毎年60名

3

市民活動団体
がより公益的
な活動を行う
ためのネット
ワーク等の支
援

ＮＰＯ・ボランティ
ア団体などの市民活
動団体の公益的な活
動を支援するため、
ネットワークづくり
を行う。

市民活動政
策課

ネットワーク交流会など
を開催する。
・参加団体数：
　10団体（2018年度）
⇒15団体（2021年度）
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[△]:調査、検討、準備　　[○]:一部実施、試行　　[◎]:実施、達成、終了　　[⇒]:達成後継続推進



 

60 

 

 

 

 

 

 

目標効果額に係る取組項目の一覧 

 

 

 

 

 



2018(H30) 2019(R1) 2020(R2) 2021(R3) 計 2018(H30) 2019(R1) 2020(R2) 2021(R3) 計

改革の柱１　効率的な行政運営

④民間活力の活用

目標 0 目標 28,455 15,696 15,211 24,771 84,133

実績 0 実績 30,466 20,028 21,182 71,676

目標 0 0 0 500 500 目標 0 0 0 1,000 1,000

実績 0 0 0 0 実績 0 0 0 0

目標 0 目標 0 200 300 400 900

実績 0 実績 0 0 0 0

目標 0 目標 0 0 0 600 600

実績 0 実績 0 0 0 0

目標 0 目標 0 0 0 1,200 1,200

実績 0 実績 0 0 0 0

目標 0 目標 0 0 1,400 1,400 2,800

実績 0 実績 0 0 0 0

●アウトソーシングの推進

コ
社会保険労

務事務

旅費計算・
審査事務

観光クルー
ズ振興課

効果的・効率的に事務
を遂行するため、民間
委託を行う。

人事課

ケ
みなとフェ
スティバル

イベントなどの企画・
運営などについて、一
部民間委託する。

効果的・効率的に事務
を遂行するため、民間
委託を行う。

人事課

1

イベント推進
課

事務等の民間
委託の実施

カ

重
点
項
目

取組項目 具体的な取組内容 所管課

指定管理者制
度の導入

生涯学習課

関連課

歳入増加額（単位：千円）
上段：計画　　下段：実績(2018～2021）

やつしろ全
国花火競技
大会

オ
都市公園・
普通公園

市民サービスの向上と
効果的・効率的な施設
運営を目指す。

都市整備課

歳出削減額（単位：千円）
上段：計画　　下段：実績（2018～2021）

ア
図書館本
館・分館

市民サービスの向上と
効果的・効率的な施設
運営を目指す。

イベントなどの企画・
運営などについて、一
部民間委託する。

3

サ
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2018(H30) 2019(R1) 2020(R2) 2021(R3) 計 2018(H30) 2019(R1) 2020(R2) 2021(R3) 計

重
点
項
目

取組項目 具体的な取組内容 所管課 関連課

歳入増加額（単位：千円）
上段：計画　　下段：実績(2018～2021）

歳出削減額（単位：千円）
上段：計画　　下段：実績（2018～2021）

目標 0 目標 0 0 0 4,200 4,200

実績 0 実績 0 0 0 0

目標 0 目標 0 0 4,500 4,500 9,000

実績 0 実績 0 0 0 0

目標 15,660 15,660 目標 0 0 13,000 13,000 26,000

実績 20,000 20,000 実績 0 0 17,800 17,800

目標 0 目標 0 160,755 161,168 161,194 483,117

実績 0 実績 0 160,755 161,168 321,923

目標 0 15,660 0 500 16,160 目標 28,455 176,651 195,579 212,265 612,950

実績 0 20,000 0 20,000 実績 30,466 180,783 200,150 411,399

改革の柱２　健全な財政運営

①歳入の確保

目標 2,000 2,000 2,000 2,000 8,000 目標 0

実績 2,665 5,536 769 8,970 実績 0

●徴収・回収の強化

目標 19,299 18,846 18,855 18,817 75,817 目標 0

実績 12,885 13,292 31,656 57,833 実績 0

2

シ

ス

会計事務

環境セン
ターにおけ
る事務事業

効率的な行政運営を図
るため、環境センター
内の事務などについて
民間委託を図る。

環境セン
ター管理課

企画政策課
公共下水道事
業における歳

入増加

市立病院の
事業譲渡

事業譲渡する。 市立病院

●適正な賦課の推進

民間活力の活用　計

1

人件費削減のため事務
の一部を民間委託す
る。

会計課

イ

民営化・民間
譲渡の推進

こども未来
課

4

ア
市立保育所
の民営化等

公立保育所のあり方に
基づき、民営化などを
進める。

課税客体の捕
捉強化

課税の公平性を図るた
め、償却資産の課税客
体の把握を強化する。

資産税課

収納率向上、水洗化促
進の強化を図り、利用
者の公平負担と事業の
安定運営を確保する。

下水道総務
課

坂本支所総
務振興課
東陽支所総
務振興課
泉支所総務
振興課
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2018(H30) 2019(R1) 2020(R2) 2021(R3) 計 2018(H30) 2019(R1) 2020(R2) 2021(R3) 計

重
点
項
目

取組項目 具体的な取組内容 所管課 関連課

歳入増加額（単位：千円）
上段：計画　　下段：実績(2018～2021）

歳出削減額（単位：千円）
上段：計画　　下段：実績（2018～2021）

目標 3,000 10,000 17,000 24,000 54,000 目標 0

実績 8,400 12,600 △ 56,000 △ 35,000 実績 0

●新たな財源の確保

目標 130,000 130,000 130,000 130,000 520,000 目標 0

実績 126,709 185,062 1,102,147 1,413,918 実績 0

目標 12,374 12,044 6,719 7,379 38,516 目標 0

実績 12,374 19,115 14,198 45,687 実績 0

目標 0 2,214 3,726 3,864 9,804 目標 0

実績 0 2,214 3,726 5,940 実績 0

●受益者負担の適正化

目標 0 59,640 58,867 57,966 176,473 目標 0

実績 0 58,341 61,341 119,682 実績 0

目標 0 1,720 1,668 1,617 5,005 目標 0

実績 0 2,100 2,461 4,561 実績 0

目標 0 1,257 1,219 1,182 3,658 目標 0

実績 0 1,730 1,470 3,200 実績 0

エ

ウ

下水道使用
料

1

イ

浄化槽使用
料

適正な受益者負担と事
業の安定運営を確保す
るため、定期的に見直
しを行う。

下水道総務
課

適正な受益者負担と事
業の安定運営を確保す
るため、定期的に見直
しを行う。

下水道総務
課

下水道総務
課

納付催告、納税相談、
滞納整理の各機会をと
らえ、また、各種情報
媒体を用い、納期内納
付に向けた意識啓発を
図る。

納税課
納期内納付の
促進・強化

5

運用資金によ
る利子収入の

確保

資金の安全性の確保を
図り、併せて資金の効
率的な運用を行うこと
により、利子収入を確
保する。

会計課

4

4
ふるさと納税

の推進

6
新たな広告事

業の導入

新たな財源を確保する
ため、ネーミングライ
ツなど、新規の広告事
業を導入する。

デジタル推
進課

適正な受益者負担と事
業の安定運営を確保す
るため、定期的に見直
しを行う。

農業集落排
水処理施設

使用料

本市を積極的にＰＲす
るなど、市を応援した
くなる環境づくりを工
夫し、ふるさと納税を
増やす。

観光・クルー
ズ振興課
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2018(H30) 2019(R1) 2020(R2) 2021(R3) 計 2018(H30) 2019(R1) 2020(R2) 2021(R3) 計

重
点
項
目

取組項目 具体的な取組内容 所管課 関連課

歳入増加額（単位：千円）
上段：計画　　下段：実績(2018～2021）

歳出削減額（単位：千円）
上段：計画　　下段：実績（2018～2021）

目標 0 0 0 0 0 目標 0

実績 0 0 0 0 実績 0

目標 4,000 7,000 6,000 5,000 22,000 目標 0

実績 0 1,989 0 1,989 実績 0

目標 170,673 244,721 246,054 251,825 913,273 目標 0 0 0 0 0

実績 163,033 301,979 1,161,768 1,626,780 実績 0 0 0 0

②経費の削減

目標 0 目標 560 560 560 560 2,240

実績 0 実績 560 4,407 8,824 13,791

目標 0 目標 0 97,623 63,648 161,271

実績 0 実績 1,476 100,770 102,246

目標 0 0 0 0 0 目標 560 560 98,183 64,208 163,511

実績 0 0 0 0 実績 560 5,883 109,594 116,037

③ファシリティマネジメントの推進

目標 5,000 5,000 5,000 15,000 目標 0 0 0 0

実績 5,167 5,166 10,146 20,479 実績 50 400 350 800

ク

ケ

適正な受益者負担と事
業の安定運営を確保す
るため、使用料の徴収
に向けた見直しを行
う。

水道局

学校体育施
設使用料

簡易水道料
金

教育政策課

適正な受益者負担と事
業の安定運営を確保す
るため、水道料金の見
直しを行う。

歳入の確保　計

●経常経費の削減

7 光熱費の削減
全庁的に省エネを啓発
し、電気、ガス、水道
使用の抑制に努める。

財産経営課

1
売却可能資産
の処分促進

地域の実績に沿った利
活用が見込めない財産
について、積極的に売
却するなど有効活用を
図る。

財産経営課

●市有財産の有効活用

経費の削減　計

6
出力機器の統
合

複合機器やプリンタ、
ＦＡＸなどの出力機器
を統合することによ
り、事務の効率化及び
経費の削減を行う。

デジタル推
進課
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2018(H30) 2019(R1) 2020(R2) 2021(R3) 計 2018(H30) 2019(R1) 2020(R2) 2021(R3) 計

重
点
項
目

取組項目 具体的な取組内容 所管課 関連課

歳入増加額（単位：千円）
上段：計画　　下段：実績(2018～2021）

歳出削減額（単位：千円）
上段：計画　　下段：実績（2018～2021）

目標 39,995 30,000 15,000 15,000 99,995 目標

実績 56,657 9,270 16,230 82,157 実績

目標 1,251 1,251 1,251 351 4,104 目標

実績 1,251 1,251 801 3,303 実績

目標 46,246 36,251 21,251 15,351 119,099 目標 0 0 0 0 0

実績 63,075 15,687 27,177 105,939 実績 50 400 350 800

改革の柱３　情報化の推進

①情報通信技術の活用

目標 0 目標 3,618 5,454 5,454 7,020 21,546

実績 0 実績 3,618 5,454 6,480 15,552

目標 0 0 0 0 0 目標 3,618 5,454 5,454 7,020 21,546

実績 0 0 0 0 実績 3,618 5,454 6,480 15,552

目標 216,919 296,632 267,305 267,676 1,048,532 目標 32,633 182,665 299,216 283,493 798,007

実績 226,108 337,666 1,188,945 1,752,719 実績 34,694 192,520 316,574 543,788

●情報システムの最適化

OAソフトの最
適化

初期費用などの管理コ
スト削減やソフト管理
の効率化を図るため、
全情報端末に有利なソ
フトウェアのライセン
ス形態を導入する。

【　合　計　】

情報通信技術の活用　計

デジタル推
進課

ファシリティマネジメントの推進　計

1

2
保留地の売却
促進

八千把地区土地区画整
理事業に伴う保留地の
売却を促進する。

都市整備課

5
廃校・余裕教
室の活用

廃校等の空き施設と、
余裕教室の空きスペー
スを有効利用する。

教育施設課
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